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※本資料の数値については、表示単位未満四捨五入の関係により、一致しない箇所があります。
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はじめに － 「財政」という言葉をご存じですか？

市町村では、税金や借入金（地方債）等で資金を調達（歳入）し、その資金を住民の福祉

や教育などのサービス、道路などの整備や地元産業の振興のために活用（歳出）していま

す。この一連の活動を広く「財政」と呼んでいます。

お住まいの市町村で公表されている「財政状況」をみれば、どのように資金を集めて、ど

のように使ったか、また借入金の残高はどれくらいあるかなど、その年の「経営成績」を知る

ことができます。

①身近な視点で考える・・・「家計」との比較
市町村の「財政」を、皆さんにとってもっと身近な視点で考え、理解していただくために、ここ

では「財政」を「家計」にたとえていますので、家計の視点でやりくりがうまくいっているかどう

かをみてください。

②「成績表」を比較する・・・過去の成績や他の市町村との比較
お住まいの市町村の「財政状況」は、その年のいわば「成績表」ですから、過去の財政状況

や他の市町村の財政状況と比べることが肝心です。ここでは、県内市町村の財政状況を比
較しやすいように、重要なポイントを比率で表した「財政指標」を中心に説明していきます。

財政状況を読みとくポイントは？
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市町村では、福祉、教育、土木、上下水道、病院、国民健康保険、介護保険など様々な

行政サービスを行うための経費を大きく２つの会計に分けて管理しています。

３ページのグラフは「普通会計」と呼ばれる会計の決算で、福祉、教育、土木、衛生など、

市町村の基本的な施策を行う会計である「一般会計」と、特定の事業を行う場合に、条例に

より一般会計と区分して経理する「特別会計」からなります。

また、上下水道、病院のように採算性のある事業や、国民健康保険事業などに適用され

る「公営事業会計」と呼ばれる会計があります。

市町村の会計を家計にたとえると、次のように考えることができます。

市町村財政における会計区分について

１．市町村財政のしくみは？

一般会計

特別会計（普通会計に属するもの）
　例 :○○貸付金特別会計
　　　用地先行取得特別会計

 公営企業会計
（水道、下水道、交通、病院など）

 収益事業会計
（競馬、競輪など）

 国民健康保険事業会計

 介護保険事業会計

 後期高齢者医療事業会計

 その他

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計

地方財政 家計にたとえると

同
　
居

夫婦の家計

親の家計
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下のグラフは、平成２９年度の県内３９市町村の普通会計決算を合計したものです。

皆さんに納めていただく市町村税は、歳入のおよそ３割を占めており、貴重な財源となっ

ています。歳出は、割合の大きい順に扶助費、人件費、公債費となっています。扶助費は

生活保護や子ども、高齢者、障害者等を援助する経費をいい、近年は増加傾向にあります。

公債費は過去に国や銀行等から借り入れたお金の返済のことをいいます。

市町村財政（普通会計）における１年間の収入・支出（歳入・歳出）について

市町村財政（歳入・歳出）を家計（収入・支出）にたとえると次のように考えることができます。

給料

ボーナス

）宅住・養扶（当手税付交通普

）金援支（金舞見害災税付交別特

貯蓄の取り崩し

その他臨時収入

食費

医療費、光熱水費、修繕費等

親や子どもへの生活費の仕送り等

ローンの返済

入購の車、入購の家費業事設建通普

等繕修の屋家るよに害災費業事旧復害災

地方譲与税、各種交付金

地方交付税

基金繰入金

国・県支出金、使用料、手数料、諸収入等

金借なた新債村町市

公債費

投資的経費

とるえとたに計家）計会通普（政財村町市

歳
　
入

市町村税

収
 
 
入

給与

歳
　
出

人件費

支
 
 
出

日々の
生活費

扶助費、物件費、維持補修費

補助費等、繰出金

て立み積の蓄貯金立積

等資投式株金付貸、金資出・資投
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歳入総額
5,523億円

市町村税
1,710億円
　　30.9％

地方交付税
1,243億円
22.5％

国庫支出金
766億円
13.9％

市町村債
536億円
9.7％

その他
937億円
17.0％

県支出金
331億円　6.0％ 歳出総額

5,373億円

扶助費
1,152億円
　21.4％

人件費
947億円
17.6％

公債費
651億円
12.1％

投資的経費
572億円
10.7％

補助費等
529億円
9.9％

その他
1,522億円
28.3％



県内各市町村の平成２９年度普通会計決算額をグラフで表すと以下のようになります。

歳出決算額が県内市町村歳出決算額合計のおよそ１／４を占める奈良市をはじめ、歳出決算規

模の大きい各市の決算状況が県内市町村全体の各種財政指標に与える影響は大きくなります。

県内各市町村の決算規模（普通会計）

（単位：百万円）

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000

奈良市

橿原市

生駒市

大和郡山市

天理市

大和高田市

桜井市

香芝市

五條市

宇陀市

葛城市

御所市

田原本町

広陵町

三郷町

王寺町

斑鳩町

上牧町

大淀町

平群町

河合町

十津川村

吉野町

下市町

川西町

明日香村

高取町

三宅町

安堵町

川上村

山添村

東吉野村

曽爾村

天川村

御杖村

野迫川村

下北山村

上北山村

黒滝村

歳入総額（Ａ） 歳出総額（Ｂ）

歳出決算規模の大きい

各市の決算状況が県内

市町村全体の各種財政

指標に与える影響は大

きい。

団体名
歳入総額
（Ａ）

歳出総額
（Ｂ）

翌年度に
繰り越す
べき財源
　（Ｃ）

実質収支

（Ａ)－(Ｂ)

－(Ｃ)

歳出合計に

占める当該

団体の歳出

のシェア

（％）

  　(Ｄ)

(Ｄ)の
累計

奈良市 125,431 124,877 101 453 23.2% 23.2%
橿原市 44,351 43,866 349 136 8.2% 31.4%
生駒市 36,746 35,693 148 905 6.6% 38.0%

大和郡山市 32,559 32,058 56 445 6.0% 44.0%
天理市 26,466 25,116 258 1,092 4.7% 48.7%

大和高田市 25,477 24,010 66 1,401 4.5% 53.2%
桜井市 24,281 23,991 35 255 4.5% 57.6%
香芝市 24,104 23,789 16 299 4.4% 62.0%
五條市 19,672 19,453 97 122 3.6% 65.7%
宇陀市 19,102 18,536 200 366 3.4% 69.1%
葛城市 15,251 14,901 184 166 2.8% 71.9%
御所市 15,218 14,404 47 767 2.7% 74.6%
田原本町 14,286 13,752 189 345 2.6% 77.1%
広陵町 12,046 11,768 22 256 2.2% 79.3%
三郷町 9,948 9,374 7 567 1.7% 81.1%
王寺町 9,212 8,883 50 279 1.7% 82.7%
斑鳩町 9,008 8,762 13 233 1.6% 84.4%
上牧町 7,919 7,639 88 192 1.4% 85.8%
大淀町 7,642 7,507 85 50 1.4% 87.2%
平群町 7,045 6,822 29 194 1.3% 88.4%
河合町 6,753 6,715 15 23 1.2% 89.7%
十津川村 6,322 5,981 139 202 1.1% 90.8%
吉野町 5,884 5,444 43 397 1.0% 91.8%
下市町 4,306 3,924 78 304 0.7% 92.5%
川西町 4,310 3,916 109 285 0.7% 93.3%
明日香村 4,096 3,810 73 213 0.7% 94.0%
高取町 3,718 3,404 61 253 0.6% 94.6%
三宅町 3,584 3,383 26 175 0.6% 95.2%
安堵町 3,484 3,343 17 124 0.6% 95.9%
川上村 3,441 3,181 0 260 0.6% 96.5%
山添村 3,274 3,003 149 122 0.6% 97.0%
東吉野村 3,137 2,755 30 352 0.5% 97.5%
曽爾村 2,698 2,648 4 46 0.5% 98.0%
天川村 2,466 2,265 3 198 0.4% 98.4%
御杖村 2,414 2,099 38 277 0.4% 98.8%
野迫川村 1,832 1,732 43 57 0.3% 99.2%
下北山村 1,805 1,715 0 90 0.3% 99.5%
上北山村 1,641 1,481 1 159 0.3% 99.8%
黒滝村 1,387 1,327 10 50 0.2% 100.0%

合計(A) 552,316 537,324 2,881 12,111 100.0%
前年度合計(B) 559,941 543,321 2,887 13,733

(A)-(B) △ 7,625 △ 5,997 △ 6 △ 1,622
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下のグラフは、平成２９年度の県内３９市町村の普通会計決算を合計したものです。

皆さんに納めていただく市町村税は、歳入のおよそ３割を占めており、貴重な財源となっ

ています。歳出は、割合の大きい順に扶助費、人件費、公債費となっています。扶助費は

生活保護や子ども、高齢者、障害者等を援助する経費をいい、近年は増加傾向にあります。

公債費は過去に国や銀行等から借り入れたお金の返済のことをいいます。

市町村財政（普通会計）における１年間の収入・支出（歳入・歳出）について

市町村財政（歳入・歳出）を家計（収入・支出）にたとえると次のように考えることができます。

給料

ボーナス

）宅住・養扶（当手税付交通普

）金援支（金舞見害災税付交別特

貯蓄の取り崩し

その他臨時収入

食費

医療費、光熱水費、修繕費等

親や子どもへの生活費の仕送り等

ローンの返済

入購の車、入購の家費業事設建通普

等繕修の屋家るよに害災費業事旧復害災

地方譲与税、各種交付金

地方交付税

基金繰入金

国・県支出金、使用料、手数料、諸収入等

金借なた新債村町市

公債費

投資的経費

とるえとたに計家）計会通普（政財村町市

歳
　
入

市町村税

収
 
 
入

給与

歳
　
出

人件費

支
 
 
出

日々の
生活費

扶助費、物件費、維持補修費

補助費等、繰出金

て立み積の蓄貯金立積

等資投式株金付貸、金資出・資投
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歳入総額
5,523億円

市町村税
1,710億円
　　30.9％

地方交付税
1,243億円
22.5％

国庫支出金
766億円
13.9％

市町村債
536億円
9.7％

その他
937億円
17.0％

県支出金
331億円　6.0％ 歳出総額

5,373億円

扶助費
1,152億円
　21.4％

人件費
947億円
17.6％

公債費
651億円
12.1％

投資的経費
572億円
10.7％

補助費等
529億円
9.9％

その他
1,522億円
28.3％



収支の健全度を測るポイント！

財政指標①（経常収支比率）、②（実質赤字比率・連結実質赤字比率）を活用

①給与で生活費がまかなえて

いるか

②赤字になっていないか

経常収支比率（夫婦）

実質赤字比率
（夫婦）

連結実質赤字比率
（夫婦と親）

市町村の各会計の決算額をみてもわかりづらい要因は…

そこで

・財政規模の大小（例：奈良市と黒滝村）

・会計区分のバラツキ（例：市町村独自の特別会計）

・地域のニーズに応じた支出の重点化（例:福祉・道路・教育等）

・財政規模や支出のバラツキがなくなる

・全市町村の会計区分が統一される

２．収支（資金繰り）の健全度を測るポイントは？

家計と同じく、市町村財政でも健全度を測るためには、収支（資金繰り）と借入れに注目する

ことが重要です。まず、収支（資金繰り）では、①給与（経常的収入）で生活費（経常的支出）が

まかなえているか、②会計が赤字になっていないかが重要です。

そこで、財政規模や会計制度が市町村ごとに異なりますので、基本的収入である夫婦の給

与（経常的収入）を基準にした「財政指標」で表すことで、比較がしやすくなります。

Ｐ6～Ｐ20へ Ｐ21～Ｐ25へ

健康状態 健康
自己管理

要治療

経常収支比率

各財政指標の健全度を健康状態であらわすと

実質赤字比率

連結実質赤字比率

重篤
緊急集中治療

財政指標

重症
入院治療

20.00%

35.00%16.25%～20.00%

11.25%～15.00%

破たん健全

100.0%

0.0%

0.0%

92.8%
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２-１．夫婦の給与で生活費がまかなえているか（経常収支比率）

夫婦の家計（普通会計）が給与（経常的収入）で日々の生活費（経常的支出）をまかなえて

いるかをみるための財政指標が「経常収支比率」です。この比率が１００％を超えると臨時収

入や貯蓄の取り崩しが必要な状況であることがわかります。

給料

ボーナス

）宅住・養扶（当手税付交通普

）金援支（金舞見害災税付交別特

貯蓄の取り崩し

その他臨時収入

食費

医療費、光熱水費、修繕費等

親や子どもへの生活費の仕送り等

ローンの返済

入購の車、入購の家費業事設建通普

等繕修の屋家るよに害災費業事旧復害災

国・県支出金、使用料、手数料、諸収入等

支
 
 
出

積立金

投資・出資金、貸付金

地方交付税

市町村債

人件費

家計にたとえると市町村財政（普通会計）

収
 
 
入

給与

歳
　
入

日々の
生活費

新たな借金

市町村税

地方譲与税、各種交付金

基金繰入金

歳
　
出

貯蓄の積み立て

株式投資等

扶助費、物件費、維持補修費

補助費等、繰出金

公債費

投資的経費

給

与

日
々
の

生
活
費

・貯蓄がしやすい
・無理な借入れをしなくてもよい
（基金残高の増、地方債借入残高の減）

・貯蓄を取り崩す
・借入れをする必要が生じる

（基金残高の減、地方債借入残高の増）

経常収支比率が100％を超えると重症です

生活にゆとりがある
（行政サービスが充実）

生活を切りつめる
（行政サービスが縮小）

車等の購入がしやすい
（普通建設事業の拡充）

車等の購入を見送る
（普通建設事業の縮小）

指数100％

指標が１００を下回るほど 指標が１００を上回るほど

健康 重症
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収支の健全度を測るポイント！

財政指標①（経常収支比率）、②（実質赤字比率・連結実質赤字比率）を活用

①給与で生活費がまかなえて

いるか

②赤字になっていないか

経常収支比率（夫婦）

実質赤字比率
（夫婦）

連結実質赤字比率
（夫婦と親）

市町村の各会計の決算額をみてもわかりづらい要因は…

そこで

・財政規模の大小（例：奈良市と黒滝村）

・会計区分のバラツキ（例：市町村独自の特別会計）

・地域のニーズに応じた支出の重点化（例:福祉・道路・教育等）

・財政規模や支出のバラツキがなくなる

・全市町村の会計区分が統一される

２．収支（資金繰り）の健全度を測るポイントは？

家計と同じく、市町村財政でも健全度を測るためには、収支（資金繰り）と借入れに注目する

ことが重要です。まず、収支（資金繰り）では、①給与（経常的収入）で生活費（経常的支出）が

まかなえているか、②会計が赤字になっていないかが重要です。

そこで、財政規模や会計制度が市町村ごとに異なりますので、基本的収入である夫婦の給

与（経常的収入）を基準にした「財政指標」で表すことで、比較がしやすくなります。

Ｐ6～Ｐ20へ Ｐ21～Ｐ25へ

健康状態 健康
自己管理

要治療

経常収支比率

各財政指標の健全度を健康状態であらわすと

実質赤字比率

連結実質赤字比率

重篤
緊急集中治療

財政指標

重症
入院治療

20.00%

35.00%16.25%～20.00%

11.25%～15.00%

破たん健全

100.0%

0.0%

0.0%

92.8%
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経常収支比率の県内市町村平均（加重平均）は、平成２０年度決算までは全国４７位でし

た。平成２１年度決算では４年ぶりに全国最下位から脱却し、平成２３年度決算では４３位ま

で改善しましたが、平成２９年度決算では対前年度比で０．２ポイント上昇したため、全国順

位は４６位で京都府と同率の最下位となりました。

全国平均も０．３ポイント上昇したため、全国平均との差は縮小しましたが、依然として全国

平均を上回っていることから、県内市町村では、より一層の行財政改革に取り組む必要が

あります。

県内市町村の経常収支比率の状況

平成２９年度県内市町村平均 ９７．６％ （全国平均 ９２．８％）
･全国４６位（京都府と同率で最下位）

･対前年度比 ０．２ﾎﾟｲﾝﾄ上昇（全国平均は０．３ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）
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４７位
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４６位
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４４位

全国順位
４３位
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４３位
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各都道府県の経常収支比率（市町村平均）の推移

平成２９年度県内市町村平均は９７．６％となり、前年度より０．２ポイント上昇しました。

全国順位は４６位で京都府と同率の最下位となりました。

平成２９年度各都道府県の経常収支比率（市町村平均）を前年度と比較しグラフ化すると、次のページのとおりとな

ります。また、近畿２府４県の経常収支比率（市町村平均）の推移をグラフ化すると、１０ページのとおりとなります。

（単位：％、位）

順位 都道府県名
経常収支

比率
順位 都道府県名

経常収支
比率

順位 都道府県名
経常収支

比率
順位 都道府県名

経常収支
比率

順位 都道府県名
経常収支

比率
対前年度

比率の増減

47 京 都 府 96.3 47 京 都 府 97.2 47 京 都 府 96.0 46 神 奈 川 県 98.4 46 京 都 府 97.6 △ 0.8

46 大 阪 府 96.1 46 大 阪 府 97.0 46 大 阪 府 95.9 46 京 都 府 98.4 46 奈 良 県 97.6 0.2

45 神 奈 川 県 94.6 45 神 奈 川 県 96.9 45 神 奈 川 県 95.0 45 大 阪 府 98.2 45 大 阪 府 97.5 △ 0.7

44 奈 良 県 93.3 44 奈 良 県 96.0 44 奈 良 県 93.5 44 奈 良 県 97.4 44 神 奈 川 県 97.2 △ 1.2

43 宮 城 県 93.2 43 和 歌 山 県 94.4 43 広 島 県 93.2 43 宮 城 県 95.2 42 宮 城 県 95.6 0.4

42 広 島 県 92.4 42 宮 城 県 94.1 42 和 歌 山 県 92.6 42 広 島 県 94.9 42 和 歌 山 県 95.6 1.9

41 兵 庫 県 91.6 41 広 島 県 94.0 41 宮 城 県 92.2 41 福 岡 県 94.5 41 兵 庫 県 95.1 1.1

39 和 歌 山 県 91.3 40 福 岡 県 93.3 40 福 岡 県 92.0 40 山 口 県 94.2 39 群 馬 県 94.7 1.6

39 福 岡 県 91.3 39 山 口 県 92.7 39 山 口 県 91.8 39 兵 庫 県 94.0 39 広 島 県 94.7 △ 0.2

38 千 葉 県 91.1 37 千 葉 県 92.4 38 兵 庫 県 91.7 38 和 歌 山 県 93.7 37 山 口 県 94.5 0.3

37 山 口 県 91.0 37 兵 庫 県 92.4 37 埼 玉 県 90.9 36 群 馬 県 93.1 37 大 分 県 94.5 1.4

36 東 京 都 90.9 36 大 分 県 92.3 36 群 馬 県 90.8 36 大 分 県 93.1 36 福 岡 県 94.1 △ 0.4

35 愛 知 県 90.8 35 埼 玉 県 92.1 35 千 葉 県 90.6 35 埼 玉 県 92.8 35 埼 玉 県 93.1 0.3

34 群 馬 県 90.7 34 福 井 県 91.6 34 大 分 県 90.1 34 福 井 県 92.7 34 福 井 県 93.0 0.3

33 大 分 県 90.6 33 新 潟 県 91.2 33 石 川 県 90.0 32 新 潟 県 92.6 31 千 葉 県 92.5 △ 0.1

32 埼 玉 県 90.5 32 群 馬 県 91.1 32 三 重 県 89.6 32 千 葉 県 92.6 31 石 川 県 92.5 0.2

31 福 井 県 90.4 31 宮 崎 県 91.0 31 新 潟 県 89.5 31 高 知 県 92.5 31 高 知 県 92.5 0.0

30 石 川 県 90.1 30 鹿 児 島 県 90.8 29 岩 手 県 89.4 30 石 川 県 92.3 29 新 潟 県 92.2 △ 0.4

29 新 潟 県 89.7 26 青 森 県 90.7 29 島 根 県 89.4 29 熊 本 県 92.0 29 熊 本 県 92.2 0.2

27 青 森 県 89.4 26 東 京 都 90.7 28 青 森 県 89.3 28 栃 木 県 91.7 28 青 森 県 92.0 1.2

27 島 根 県 89.4 26 石 川 県 90.7 27 熊 本 県 89.2 27 滋 賀 県 91.6 27 島 根 県 91.7 0.2

26 栃 木 県 89.3 26 三 重 県 90.7 26 福 井 県 89.1 26 島 根 県 91.5 24 岩 手 県 91.5 1.5

25 高 知 県 89.1 25 高 知 県 90.4 24 栃 木 県 89.0 25 三 重 県 91.4 24 秋 田 県 91.5 1.2

22 山 形 県 88.8 24 島 根 県 90.0 24 宮 崎 県 89.0 23 東 京 都 91.1 24 徳 島 県 91.5 0.7

22 三 重 県 88.8 22 栃 木 県 89.9 23 鹿 児 島 県 88.8 23 宮 崎 県 91.1 22 佐 賀 県 91.3 1.0

22 鹿 児 島 県 88.8 22 佐 賀 県 89.9 20 滋 賀 県 88.7 22 長 崎 県 90.9 22 長 崎 県 91.3 0.4

21 長 崎 県 88.6 21 山 形 県 89.8 20 高 知 県 88.7 20 青 森 県 90.8 20 三 重 県 91.2 △ 0.2

20 熊 本 県 88.5 20 熊 本 県 89.6 20 長 崎 県 88.7 20 徳 島 県 90.8 20 滋 賀 県 91.2 △ 0.4

19 佐 賀 県 88.3 19 北 海 道 89.5 19 香 川 県 88.3 15 北 海 道 90.3 18 北 海 道 91.1 0.8

18 宮 崎 県 88.1 18 長 崎 県 89.3 17 山 形 県 88.2 15 秋 田 県 90.3 18 栃 木 県 91.1 △ 0.6

17 茨 城 県 88.0 17 秋 田 県 88.9 17 佐 賀 県 88.2 15 茨 城 県 90.3 17 山 形 県 91.0 1.2

16 岩 手 県 87.5 16 岩 手 県 88.8 16 東 京 都 88.1 15 香 川 県 90.3 13 愛 知 県 90.9 1.4

14 北 海 道 87.3 14 茨 城 県 88.7 15 北 海 道 87.9 15 佐 賀 県 90.3 13 岡 山 県 90.9 1.5

14 秋 田 県 87.3 14 愛 知 県 88.7 14 徳 島 県 87.8 14 鳥 取 県 90.2 13 宮 崎 県 90.9 △ 0.2

13 岡 山 県 87.2 13 鳥 取 県 88.4 13 秋 田 県 87.7 12 岩 手 県 90.0 13 鹿 児 島 県 90.9 0.9

12 鳥 取 県 87.0 12 滋 賀 県 88.3 11 茨 城 県 87.6 12 鹿 児 島 県 90.0 12 東 京 都 90.8 △ 0.3

10 静 岡 県 86.8 11 岡 山 県 88.1 11 愛 知 県 87.6 11 山 形 県 89.8 11 茨 城 県 90.5 0.2

10 滋 賀 県 86.8 10 静 岡 県 87.3 10 鳥 取 県 87.5 10 愛 知 県 89.5 10 香 川 県 90.4 0.1

9 徳 島 県 86.2 8 香 川 県 87.2 9 岡 山 県 87.1 9 岡 山 県 89.4 9 富 山 県 90.3 1.3

7 富 山 県 85.8 8 愛 媛 県 87.2 8 静 岡 県 86.6 8 富 山 県 89.0 8 岐 阜 県 89.7 1.5

7 沖 縄 県 85.8 7 徳 島 県 87.1 6 富 山 県 85.8 7 静 岡 県 88.8 7 鳥 取 県 89.5 △ 0.7

6 愛 媛 県 85.7 6 岐 阜 県 86.9 6 愛 媛 県 85.8 6 愛 媛 県 88.3 6 静 岡 県 88.9 0.1

5 福 島 県 85.4 5 富 山 県 86.6 5 沖 縄 県 85.3 5 岐 阜 県 88.2 5 福 島 県 88.5 1.0

4 香 川 県 85.2 4 沖 縄 県 86.4 4 岐 阜 県 85.1 3 山 梨 県 87.5 3 山 梨 県 88.2 0.7

3 岐 阜 県 85.0 3 福 島 県 86.1 3 福 島 県 84.6 3 福 島 県 87.5 3 愛 媛 県 88.2 △ 0.1

2 山 梨 県 83.8 2 山 梨 県 85.9 2 山 梨 県 83.8 2 沖 縄 県 86.7 2 沖 縄 県 87.2 0.5

1 長 野 県 83.7 1 長 野 県 84.4 1 長 野 県 83.5 1 長 野 県 85.9 1 長 野 県 86.5 0.6

90.2 91.3 90.0 92.5 92.8 0.3

平成２９年度

全国平均 全国平均 全国平均 全国平均 全国平均

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
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経常収支比率の県内市町村平均（加重平均）は、平成２０年度決算までは全国４７位でし

た。平成２１年度決算では４年ぶりに全国最下位から脱却し、平成２３年度決算では４３位ま

で改善しましたが、平成２９年度決算では対前年度比で０．２ポイント上昇したため、全国順

位は４６位で京都府と同率の最下位となりました。

全国平均も０．３ポイント上昇したため、全国平均との差は縮小しましたが、依然として全国

平均を上回っていることから、県内市町村では、より一層の行財政改革に取り組む必要が

あります。

県内市町村の経常収支比率の状況

平成２９年度県内市町村平均 ９７．６％ （全国平均 ９２．８％）
･全国４６位（京都府と同率で最下位）

･対前年度比 ０．２ﾎﾟｲﾝﾄ上昇（全国平均は０．３ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）
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全国順位
４７位

全国順位
４６位

全国順位
４４位

全国順位
４３位

全国順位
４３位

全国順位
４４位

全国順位
４４位

全国順位
４４位

全国順位
４４位

全国順位
４６位



平成２９年度各都道府県の経常収支比率（市町村平均）を前年度と比較しグラフ化すると、
以下のとおりとなります。
前年度と比較すると奈良県を含め３２団体が上昇し、１４団体が低下、１団体が変動なしでし

た。

各都道府県の経常収支比率（市町村平均）の対前年度比較

86.5 

87.2 

88.2 
88.2 

88.5 

88.9 

89.5 

89.7 

90.3 

90.4 

90.5 

90.8 

90.9 

90.9 

90.9 

90.9 

91.0 

91.1 

91.1 

91.2 

91.2 

91.3 

91.3 

91.5 

91.5 

91.5 

91.7 

92.0 

92.2 

92.2 

92.5 

92.5 

92.5 

93.0 

93.1 

94.1 

94.5 

94.5 

94.7 

94.7 

95.1 

95.6 

95.6 

97.2 
97.5 

97.6 

97.6 

85.9 

86.7 

88.3 

87.5 

87.5 

88.8 

90.2 

88.2 

89.0 

90.3 

90.3 

91.1 

90.0 

91.1 

89.4 

89.5 

89.8 

91.7 

90.3 

91.6 
91.4 

90.9 

90.3 

90.8 
90.3 

90.0 

91.5 

90.8 

92.0 

92.6 

92.5 

92.3 

92.6 

92.7 

92.8 

94.5 

93.1 
94.2 

94.9 

93.1 

94.0 

93.7 

95.2 

98.4 
98.2 

97.4 

98.4 

80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 100

①長野県

②沖縄県
③愛媛県
③山梨県

⑤福島県
⑥静岡県
⑦鳥取県

⑧岐阜県
⑨富山県
⑩香川県

⑪茨城県
⑫東京都
⑬鹿児島県

⑬宮崎県
⑬岡山県
⑬愛知県

⑰山形県
⑱栃木県
⑱北海道

⑳滋賀県
⑳三重県
㉒長崎県

㉒佐賀県
㉔徳島県
㉔秋田県

㉔岩手県
㉗島根県

㉘青森県
㉙熊本県
㉙新潟県

㉛高知県
㉛石川県
㉛千葉県

㉞福井県
㉟埼玉県
㊱福岡県

㊲大分県
㊲山口県
㊴広島県

㊴群馬県
㊶兵庫県
㊷和歌山県

㊷宮城県
㊹神奈川県
㊺大阪府

㊻奈良県
㊻京都府

良好 経常収支比率 要改善

H28

H29
※下線の数値がＨ２９の経常収支比率

低下 上昇

※○内の数字は、全国順位

（％）

全国平均９２．８

・
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経常収支
比率

順位
経常収支
比率

順位
経常収支

比率
順位

経常収支
比率

順位
経常収支

比率
順位

経常収支
比率

順位

滋賀県 88.0 1 86.8 1 88.3 1 88.7 1 91.6 1 91.2 1

京都府 96.5 5 96.3 6 97.2 6 96.0 6 98.4 6 97.6 5

大阪府 97.7 6 96.1 5 97.0 5 95.9 5 98.2 5 97.5 4

兵庫県 90.9 2 91.6 3 92.4 2 91.7 2 94.0 3 95.1 2

奈良県 93.7 4 93.3 4 96.0 4 93.5 4 97.4 4 97.6 5

和歌山県 92.9 3 91.3 2 94.4 3 92.6 3 93.7 2 95.6 3

参考：全国平均 90.7 90.2 91.3 90.0 92.5 92.8

平成27年度 平成28年度 平成29年度

府県名

平成25年度 平成26年度平成24年度

88.0

86.8

88.3
88.7

91.6
91.2

96.5

96.3

97.2

96.0

98.4 97.6

97.7

96.1

97.0

95.9

98.2

97.5

90.9

91.6 92.4

91.7

94.0 95.1
93.7

93.3

96.0

93.5

97.4

97.6

92.9

91.3

94.4

92.6

93.7

95.6

85

90

95

100
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

良
好

経
常
収
支
比
率

要
改
善

大阪府

滋賀県

京都府

奈良県

和歌山県

兵庫県

京都府

兵庫県

和歌山県

滋賀県

大阪府

奈良県

近畿２府４県の経常収支比率（市町村平均）の推移

近畿２府４県での比較では、奈良県（市町村平均）の順位は平成２２年度以降７年連続で４
位となっていましたが、平成２９年度は５位で京都府と同率の最下位となりました。
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平成２９年度各都道府県の経常収支比率（市町村平均）を前年度と比較しグラフ化すると、
以下のとおりとなります。
前年度と比較すると奈良県を含め３２団体が上昇し、１４団体が低下、１団体が変動なしでし

た。

各都道府県の経常収支比率（市町村平均）の対前年度比較

86.5 

87.2 

88.2 
88.2 

88.5 

88.9 

89.5 

89.7 

90.3 

90.4 

90.5 

90.8 

90.9 

90.9 

90.9 

90.9 

91.0 

91.1 

91.1 

91.2 

91.2 

91.3 

91.3 

91.5 

91.5 

91.5 

91.7 

92.0 

92.2 

92.2 

92.5 

92.5 

92.5 

93.0 

93.1 

94.1 

94.5 

94.5 

94.7 

94.7 

95.1 

95.6 

95.6 

97.2 
97.5 

97.6 

97.6 

85.9 

86.7 

88.3 

87.5 

87.5 

88.8 

90.2 

88.2 

89.0 

90.3 

90.3 

91.1 

90.0 

91.1 

89.4 

89.5 

89.8 

91.7 

90.3 

91.6 
91.4 

90.9 

90.3 

90.8 
90.3 

90.0 

91.5 

90.8 

92.0 

92.6 

92.5 

92.3 

92.6 

92.7 

92.8 

94.5 

93.1 
94.2 

94.9 

93.1 

94.0 

93.7 

95.2 

98.4 
98.2 

97.4 

98.4 

80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 100

①長野県

②沖縄県
③愛媛県
③山梨県

⑤福島県
⑥静岡県
⑦鳥取県

⑧岐阜県
⑨富山県
⑩香川県

⑪茨城県
⑫東京都
⑬鹿児島県

⑬宮崎県
⑬岡山県
⑬愛知県

⑰山形県
⑱栃木県
⑱北海道

⑳滋賀県
⑳三重県
㉒長崎県

㉒佐賀県
㉔徳島県
㉔秋田県

㉔岩手県
㉗島根県

㉘青森県
㉙熊本県
㉙新潟県

㉛高知県
㉛石川県
㉛千葉県

㉞福井県
㉟埼玉県
㊱福岡県

㊲大分県
㊲山口県
㊴広島県

㊴群馬県
㊶兵庫県
㊷和歌山県

㊷宮城県
㊹神奈川県
㊺大阪府

㊻奈良県
㊻京都府

良好 経常収支比率 要改善

H28

H29
※下線の数値がＨ２９の経常収支比率

低下 上昇

※○内の数字は、全国順位

（％）

全国平均９２．８

・
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県内市町村の経常収支比率（対前年度比較）及び全国順位

県内市町村の経常収支比率及び全国順位を、平成２９年度の数値が高い団体順に並べると
以下のとおりとなります。
全国平均未満（「健康」）の団体は、前年度と同数の１２団体ですが、１００％以上（「重症」）の団

体は、２団体増えて７団体となりました。

（単位：％、位）

比率(Ａ) 全国順位 比率(Ｂ) 全国順位

38 桜 井 市 103.6 1,732 104.7 1,737 △ 1.1 

38 御 所 市 103.6 1,732 104.0 1,733 △ 0.4 

37 天 理 市 103.3 1,730 104.6 1,736 △ 1.3 

36 河 合 町 103.2 1,726 102.9 1,727 0.3 

35 野 迫 川 村 102.3 1,717 96.4 1,556 5.9 

33 奈 良 市 100.7 1,708 100.9 1,717 △ 0.2 

33 黒 滝 村 100.7 1,708 97.9 1,639 2.8 

32 宇 陀 市 99.3 1,685 97.6 1,627 1.7 

30 五 條 市 99.0 1,676 96.9 1,590 2.1 

30 大 淀 町 99.0 1,676 92.9 1,259 6.1 

29 上 牧 町 98.7 1,664 98.7 1,662 0.0 

28 田 原 本 町 98.2 1,643 95.0 1,479 3.2 

26 大和郡山市 97.8 1,620 97.5 1,624 0.3 
26 橿 原 市 97.8 1,620 97.3 1,611 0.5 
25 安 堵 町 97.3 1,593 93.5 1,308 3.8 
24 王 寺 町 97.2 1,588 97.1 1,604 0.1 
23 吉 野 町 96.9 1,566 94.5 1,421 2.4 
22 大和高田市 96.4 1,540 99.4 1,691 △ 3.0 
21 下 市 町 96.2 1,528 94.8 1,450 1.4 
20 平 群 町 96.1 1,521 98.9 1,673 △ 2.8 

19 葛 城 市 95.6 1,479 96.8 1,578 △ 1.2 
18 明 日 香 村 95.5 1,468 93.1 1,283 2.4 
17 高 取 町 95.3 1,449 92.8 1,248 2.5 
16 斑 鳩 町 94.6 1,372 95.8 1,529 △ 1.2 
15 十 津 川 村 94.3 1,340 89.5 871 4.8 

14 東 吉 野 村 93.7 1,272 86.5 568 7.2 
13 広 陵 町 93.0 1,197 95.5 1,510 △ 2.5 

12 天 川 村 92.1 1,090 89.8 909 2.3 

11 香 芝 市 91.9 1,072 94.7 1,437 △ 2.8 
10 生 駒 市 91.7 1,051 91.1 1,062 0.6 
9 上 北 山 村 90.6 907 82.7 285 7.9 
8 三 宅 町 90.3 870 92.7 1,235 △ 2.4 
7 下 北 山 村 89.9 809 84.0 375 5.9 

6 川 上 村 88.5 626 81.1 212 7.4 
5 川 西 町 87.5 521 88.4 751 △ 0.9 
4 三 郷 町 87.4 515 89.6 889 △ 2.2 
2 山 添 村 85.5 389 82.1 255 3.4 
2 御 杖 村 85.5 389 82.3 264 3.2 
1 曽 爾 村 82.6 219 75.4 72 7.2 

98.6 98.9 △ 0.3 

94.7 93.4 1.3 

97.6 97.4 0.2 

92.8 1,741 92.5 1,741 0.3 
(注)  全国平均は加重平均であり、特別区は含まれていません。

全国平均・市区町村数

対前年度
比率の増減
（Ａ-Ｂ）

平成29年度 平成28年度県内
順位

重
症

100％
以上

要
治
療

全国平均
以上

健
康

全国平均
未満

市町村名

県内市平均

県内町村平均

県内市町村平均

要改善

良好
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経常収支比率が１００％以上（「重症」）の団体は、平成２７年度はありませんでしたが、平成２

８年度は５団体となり、平成２９年度は２団体増えて７団体となりました。
また、全国平均未満（「健康」）の団体は、前年度と同数の１２団体となりました。

県内市町村の経常収支比率の推移

平成２９年度県内市町村の経常収支比率について、市・町・村の区分毎に全国順位を算出し

推移を分析すると、１７～１９ページのとおりとなります。

（単位：％）

御 所 市 101.3 桜 井 市 104.5 御 所 市 99.6 桜 井 市 104.7 桜 井 市 103.6

天 理 市 100.6 御 所 市 104.2 河 合 町 99.6 天 理 市 104.6 御 所 市 103.6

下 市 町 98.8 天 理 市 101.8 天 理 市 99.4 御 所 市 104.0 天 理 市 103.3

桜 井 市 98.7 広 陵 町 99.6 桜 井 市 99.1 河 合 町 102.9 河 合 町 103.2

奈 良 市 97.5 奈 良 市 99.0 奈 良 市 97.0 奈 良 市 100.9 野 迫 川 村 102.3

明 日 香 村 97.0 河 合 町 99.0 黒 滝 村 95.7 大 和 高 田 市 99.4 奈 良 市 100.7

吉 野 町 97.0 下 市 町 98.9 宇 陀 市 95.1 平 群 町 98.9 黒 滝 村 100.7

河 合 町 96.1 大 和 郡 山 市 98.2 大 和 郡 山 市 95.0 上 牧 町 98.7 宇 陀 市 99.3

平 群 町 95.6 吉 野 町 98.2 橿 原 市 94.5 黒 滝 村 97.9 五 條 市 99.0

斑 鳩 町 95.2 斑 鳩 町 98.0 大 和 高 田 市 94.4 宇 陀 市 97.6 大 淀 町 99.0

黒 滝 村 95.1 五 條 市 97.5 斑 鳩 町 94.2 大 和 郡 山 市 97.5 上 牧 町 98.7

宇 陀 市 94.2 明 日 香 村 97.2 平 群 町 93.6 橿 原 市 97.3 田 原 本 町 98.2

広 陵 町 94.2 上 牧 町 97.2 上 牧 町 93.2 王 寺 町 97.1 大 和 郡 山 市 97.8

大 和 高 田 市 93.9 宇 陀 市 97.1 広 陵 町 93.2 五 條 市 96.9 橿 原 市 97.8

橿 原 市 93.8 黒 滝 村 96.5 吉 野 町 93.0 葛 城 市 96.8 安 堵 町 97.3

王 寺 町 93.6 橿 原 市 95.9 五 條 市 92.8 野 迫 川 村 96.4 王 寺 町 97.2

五 條 市 93.4 大 和 高 田 市 94.9 下 市 町 92.3 斑 鳩 町 95.8 吉 野 町 96.9

高 取 町 92.7 平 群 町 94.4 王 寺 町 92.0 広 陵 町 95.5 大 和 高 田 市 96.4

上 牧 町 91.4 王 寺 町 94.4 明 日 香 村 91.9 田 原 本 町 95.0 下 市 町 96.2

大 和 郡 山 市 91.0 東 吉 野 村 94.3 田 原 本 町 91.6 下 市 町 94.8 平 群 町 96.1

安 堵 町 90.5 高 取 町 93.5 野 迫 川 村 90.8 香 芝 市 94.7 葛 城 市 95.6

曽 爾 村 90.4 田 原 本 町 93.0 葛 城 市 90.6 吉 野 町 94.5 明 日 香 村 95.5

東 吉 野 村 89.9 野 迫 川 村 92.3 香 芝 市 88.8 安 堵 町 93.5 高 取 町 95.3

田 原 本 町 89.8 香 芝 市 91.8 安 堵 町 88.8 明 日 香 村 93.1 斑 鳩 町 94.6

大 淀 町 89.1 安 堵 町 91.7 高 取 町 88.7 大 淀 町 92.9 十 津 川 村 94.3

山 添 村 89.0 曽 爾 村 91.3 生 駒 市 88.1 高 取 町 92.8 東 吉 野 村 93.7

三 郷 町 87.9 大 淀 町 91.0 大 淀 町 87.6 三 宅 町 92.7 広 陵 町 93.0

香 芝 市 87.7 三 宅 町 90.6 十 津 川 村 85.6 生 駒 市 91.1 天 川 村 92.1

御 杖 村 87.6 御 杖 村 89.6 東 吉 野 村 85.6 天 川 村 89.8 香 芝 市 91.9

三 宅 町 87.5 天 川 村 89.6 三 郷 町 85.1 三 郷 町 89.6 生 駒 市 91.7

生 駒 市 85.8 葛 城 市 88.4 御 杖 村 84.2 十 津 川 村 89.5 上 北 山 村 90.6

葛 城 市 85.7 山 添 村 87.6 川 西 町 83.8 川 西 町 88.4 三 宅 町 90.3

川 西 町 83.3 川 西 町 87.4 天 川 村 83.2 東 吉 野 村 86.5 下 北 山 村 89.9

天 川 村 82.5 三 郷 町 87.2 三 宅 町 82.8 下 北 山 村 84.0 川 上 村 88.5

下 北 山 村 78.4 十 津 川 村 86.8 下 北 山 村 79.9 上 北 山 村 82.7 川 西 町 87.5

川 上 村 77.3 生 駒 市 86.2 山 添 村 79.8 御 杖 村 82.3 三 郷 町 87.4

十 津 川 村 76.9 川 上 村 85.3 上 北 山 村 77.1 山 添 村 82.1 山 添 村 85.5

野 迫 川 村 76.2 上 北 山 村 84.2 曽 爾 村 75.8 川 上 村 81.1 御 杖 村 85.5

上 北 山 村 70.3 下 北 山 村 83.3 川 上 村 73.4 曽 爾 村 75.4 曽 爾 村 82.6

県 平 均 93.3 県 平 均 96.0 県 平 均 93.5 県 平 均 97.4 県 平 均 97.6

全 国 平 均 90.2 全 国 平 均 91.3 全 国 平 均 90.0 全 国 平 均 92.5 全 国 平 均 92.8

重
症

100％
以上

健
康

全国平均
未満

要
治
療

全国平均
以上

平成29年度平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

要改善

良好
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県内市町村の経常収支比率（対前年度比較）及び全国順位

県内市町村の経常収支比率及び全国順位を、平成２９年度の数値が高い団体順に並べると
以下のとおりとなります。
全国平均未満（「健康」）の団体は、前年度と同数の１２団体ですが、１００％以上（「重症」）の団

体は、２団体増えて７団体となりました。

（単位：％、位）

比率(Ａ) 全国順位 比率(Ｂ) 全国順位

38 桜 井 市 103.6 1,732 104.7 1,737 △ 1.1 

38 御 所 市 103.6 1,732 104.0 1,733 △ 0.4 

37 天 理 市 103.3 1,730 104.6 1,736 △ 1.3 

36 河 合 町 103.2 1,726 102.9 1,727 0.3 

35 野 迫 川 村 102.3 1,717 96.4 1,556 5.9 

33 奈 良 市 100.7 1,708 100.9 1,717 △ 0.2 

33 黒 滝 村 100.7 1,708 97.9 1,639 2.8 

32 宇 陀 市 99.3 1,685 97.6 1,627 1.7 

30 五 條 市 99.0 1,676 96.9 1,590 2.1 

30 大 淀 町 99.0 1,676 92.9 1,259 6.1 

29 上 牧 町 98.7 1,664 98.7 1,662 0.0 

28 田 原 本 町 98.2 1,643 95.0 1,479 3.2 

26 大和郡山市 97.8 1,620 97.5 1,624 0.3 
26 橿 原 市 97.8 1,620 97.3 1,611 0.5 
25 安 堵 町 97.3 1,593 93.5 1,308 3.8 
24 王 寺 町 97.2 1,588 97.1 1,604 0.1 
23 吉 野 町 96.9 1,566 94.5 1,421 2.4 
22 大和高田市 96.4 1,540 99.4 1,691 △ 3.0 
21 下 市 町 96.2 1,528 94.8 1,450 1.4 
20 平 群 町 96.1 1,521 98.9 1,673 △ 2.8 

19 葛 城 市 95.6 1,479 96.8 1,578 △ 1.2 
18 明 日 香 村 95.5 1,468 93.1 1,283 2.4 
17 高 取 町 95.3 1,449 92.8 1,248 2.5 
16 斑 鳩 町 94.6 1,372 95.8 1,529 △ 1.2 
15 十 津 川 村 94.3 1,340 89.5 871 4.8 

14 東 吉 野 村 93.7 1,272 86.5 568 7.2 
13 広 陵 町 93.0 1,197 95.5 1,510 △ 2.5 

12 天 川 村 92.1 1,090 89.8 909 2.3 

11 香 芝 市 91.9 1,072 94.7 1,437 △ 2.8 
10 生 駒 市 91.7 1,051 91.1 1,062 0.6 
9 上 北 山 村 90.6 907 82.7 285 7.9 
8 三 宅 町 90.3 870 92.7 1,235 △ 2.4 
7 下 北 山 村 89.9 809 84.0 375 5.9 

6 川 上 村 88.5 626 81.1 212 7.4 
5 川 西 町 87.5 521 88.4 751 △ 0.9 
4 三 郷 町 87.4 515 89.6 889 △ 2.2 
2 山 添 村 85.5 389 82.1 255 3.4 
2 御 杖 村 85.5 389 82.3 264 3.2 
1 曽 爾 村 82.6 219 75.4 72 7.2 

98.6 98.9 △ 0.3 

94.7 93.4 1.3 

97.6 97.4 0.2 

92.8 1,741 92.5 1,741 0.3 
(注)  全国平均は加重平均であり、特別区は含まれていません。

全国平均・市区町村数

対前年度
比率の増減
（Ａ-Ｂ）

平成29年度 平成28年度県内
順位

重
症

100％
以上

要
治
療

全国平均
以上

健
康

全国平均
未満

市町村名

県内市平均

県内町村平均

県内市町村平均

要改善

良好
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県内市町村の経常収支比率の対前年度比較

平成２９年度経常収支比率を前年度と比較すると、２５団体が上昇し、１３団体が低下、１団
体が変動なしでした。

良好 経常収支比率 要改善

82.6 

85.5 

85.5 

87.4 

87.5 

88.5 

89.9 

90.3 

90.6 

91.7 

91.9 

92.1 

93.0 

93.7 

94.3 

94.6 

95.3 

95.5 

95.6 

96.1 

96.2 

96.4 

96.9 

97.2 

97.3 

97.8 

97.8 

98.2 

98.7 

99.0 

99.0 

99.3 

100.7 

100.7 

102.3 

103.2 

103.3 

103.6 

103.6 

75.4 

82.1 

82.3 

89.6 

88.4 

81.1 

84.0 

92.7 

82.7 

91.1 

94.7 

89.8 

95.5 

86.5 

89.5 

95.8 

92.8 

93.1 

96.8 

98.9 

94.8 

99.4 

94.5 

97.1 

93.5 

97.3 

97.5 

95.0 

98.7 

92.9 

96.9 

97.6 

97.9 

100.9 

96.4 

102.9

104.6 
104.0 

104.7

75 80 85 90 95 100 105

①曽爾村

②御杖村

②山添村

④三郷町

⑤川西町

⑥川上村

⑦下北山村

⑧三宅町

⑨上北山村

⑩生駒市

⑪香芝市

⑫天川村

⑬広陵町

⑭東吉野村

⑮十津川村

⑯斑鳩町

⑰高取町

⑱明日香村

⑲葛城市

⑳平群町

㉑下市町

㉒大和高田市

㉓吉野町

㉔王寺町

㉕安堵町

㉖橿原市

㉖大和郡山市

㉘田原本町

㉙上牧町

㉚大淀町

㉚五條市

㉜宇陀市

㉝黒滝村

㉝奈良市

㉟野迫川村

㊱河合町

㊲天理市

㊳御所市

㊳桜井市

※○内の数字は、県内順位

H29
※下線の数値が

Ｈ２９の経常収支比率

H28

全国平均
９２．８

県内市町村平均
９７．６

低下

（１３団体） （２５団体）

上昇

（％）

・
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県内市町村の経常収支比率の健康診断表
平成２９年度県内市町村の経常収支比率を全国平均を目安に「健康」と「要治療」に区分したう

え、前年度と比較して低下したのか、上昇したのかを整理すると以下のとおりとなります。
「要治療」領域に属する２７団体のうち、１７団体が前年度よりも上昇しました。また、「健康」領

域に属する１２団体のうち、香芝市、三郷町、川西町、三宅町の４団体は前年度より低下しました。
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県内市町村の経常収支比率の対前年度比較

平成２９年度経常収支比率を前年度と比較すると、２５団体が上昇し、１３団体が低下、１団
体が変動なしでした。

良好 経常収支比率 要改善

82.6 

85.5 

85.5 

87.4 

87.5 

88.5 

89.9 

90.3 

90.6 

91.7 

91.9 

92.1 

93.0 

93.7 

94.3 

94.6 

95.3 

95.5 

95.6 

96.1 

96.2 

96.4 

96.9 

97.2 

97.3 

97.8 

97.8 

98.2 

98.7 

99.0 

99.0 

99.3 

100.7 

100.7 

102.3 

103.2 

103.3 

103.6 

103.6 

75.4 

82.1 

82.3 

89.6 

88.4 

81.1 

84.0 

92.7 

82.7 

91.1 

94.7 

89.8 

95.5 

86.5 

89.5 

95.8 

92.8 

93.1 

96.8 

98.9 

94.8 

99.4 

94.5 

97.1 

93.5 

97.3 

97.5 

95.0 

98.7 

92.9 

96.9 

97.6 

97.9 

100.9 

96.4 

102.9

104.6 
104.0 

104.7

75 80 85 90 95 100 105

①曽爾村

②御杖村

②山添村

④三郷町

⑤川西町

⑥川上村

⑦下北山村

⑧三宅町

⑨上北山村

⑩生駒市

⑪香芝市

⑫天川村

⑬広陵町

⑭東吉野村

⑮十津川村

⑯斑鳩町

⑰高取町

⑱明日香村

⑲葛城市

⑳平群町

㉑下市町

㉒大和高田市

㉓吉野町

㉔王寺町

㉕安堵町

㉖橿原市

㉖大和郡山市

㉘田原本町

㉙上牧町

㉚大淀町

㉚五條市

㉜宇陀市

㉝黒滝村

㉝奈良市

㉟野迫川村

㊱河合町

㊲天理市

㊳御所市

㊳桜井市

※○内の数字は、県内順位

H29
※下線の数値が

Ｈ２９の経常収支比率

H28

全国平均
９２．８

県内市町村平均
９７．６

低下

（１３団体） （２５団体）

上昇

（％）

・
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良

好

要
改
善

経
常
収
支
比
率
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25
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75.0未満

75.0～75.9

76.0～76.9

77.0～77.9

78.0～78.9

79.0～79.9

80.0～80.9

81.0～81.9

82.0～82.9

83.0～83.9

84.0～84.9

85.0～85.9

86.0～86.9

87.0～87.9

88.0～88.9

89.0～89.9

90.0～90.9

91.0～91.9

92.0～92.9

93.0～93.9

94.0～94.9

95.0～95.9

96.0～96.9

97.0～97.9

98.0～98.9

99.0～99.9

100.0以上

団体数

（全国）

「要治療」（全国平均以上）
（財政構造の弾力性が低い）

「健康」（全国平均未満）
（財政構造の弾力性が高い）

曽爾村 82.6
（↓219位）

※括弧内は、全国1,74１団体における順位。
↑は前年度順位より上昇、↓は前年度順位より低下したことを示す。

※「健康」とは、経常収支比率が全国平均未満であることをいう。
「要治療」とは、経常収支比率が全国平均以上であることをいう。

全国平均９２．８

葛城市 95.6 明日香村 95.5 高取町 95.3 
(↑1,479位) (↓1,468位) (↓1,449位)

桜井市 103.6 御所市 103.6 天理市 103.3 河合町 103.2
(↑1,732位) (↑1,732位) (↑1,730位) (↑1,726位)

野迫川村 102.3 奈良市 100.7 黒滝村 100.7
（↓1,717位） (↑1,708位) (↓1,708位)

宇陀市 99.3 五條市 99.0 大淀町 99.0
(↓1,685位) (↓1,676位)     (↓1,676位)

大和郡山市 97.8 橿原市 97.8 安堵町 97.3 王寺町 97.2
(↑1,620位) (↓1,620位) (↓1,593位) （↑1,588位）

吉野町 96.9 大和高田市 96.4 下市町 96.2 平群町 96.1
(↓1,566位) (↑1,540位) (↓1,528位) (↑1,521位)

斑鳩町 94.6 十津川村 94.3
(↑1,372位) (↓1,340位)

天川村 92.1
(↓1,090位)

下北山村 89.9
(↓809位)

香芝市 91.9 生駒市 91.7
(↑1,072位)     (↑1,051位)

川上村 88.5
(↓626位)

経常収支比率が79.0～79.9
である団体数（全国）

県内市町村平均
９７．６

上牧町 98.7 田原本町 98.2
(↓1,664位) （↓1,643位）

東吉野村 93.7 広陵町 93.0    
(↓1,272位) (↑1,197位)

上北山村 90.6 三宅町 90.3
(↓907位)           (↑870位)

川西町 87.5 三郷町 87.4
(↑521位) (↑515位)

山添村 85.5 御杖村 85.5
(↓389位) (↓389位)

全国市区町村における県内市町村の経常収支比率の状況

平成２９年度県内市町村の経常収支比率の全国順位をグラフ化すると、以下のとおりとな

ります。
全国１，７４１団体と比較すると、桜井市、御所市、天理市などの順位が低く、曽爾村、山

添村、御杖村などの順位が高くなっています。
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県内市町村の経常収支比率の健康診断表（全国順位の動向を追加）

平成２９年度県内市町村の経常収支比率を全国平均を目安に「健康」と「要治療」に区分したうえ、
前年度と比較した数値と全国順位の動向を整理すると以下のとおりとなります。
数値に変動がなかった上牧町を除き、数値が低下した１３団体は全団体で全国順位が上昇し

ました。
「要治療」領域に属し、数値が上昇した１７団体のうち、王寺町、大和郡山市、河合町の３団体を

除く１４団体で全国順位が低下しました。
また、 「健康」領域に属する１２団体中、数値が上昇した８団体のうち７団体は全国順位が低下し

ました。一方で、生駒市は前年度より数値が上昇したものの、全国順位は上昇しました。

- 16 -

良

好

要
改
善

経
常
収
支
比
率

47

10

16

12

25

25

34

27

40

45

79

68

54

88

123

145

125

119

114

116

107

95

62

61

38

25

41
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94.0～94.9

95.0～95.9

96.0～96.9

97.0～97.9

98.0～98.9

99.0～99.9

100.0以上

団体数

（全国）

「要治療」（全国平均以上）
（財政構造の弾力性が低い）

「健康」（全国平均未満）
（財政構造の弾力性が高い）

曽爾村 82.6
（↓219位）

※括弧内は、全国1,74１団体における順位。
↑は前年度順位より上昇、↓は前年度順位より低下したことを示す。

※「健康」とは、経常収支比率が全国平均未満であることをいう。
「要治療」とは、経常収支比率が全国平均以上であることをいう。

全国平均９２．８

葛城市 95.6 明日香村 95.5 高取町 95.3 
(↑1,479位) (↓1,468位) (↓1,449位)

桜井市 103.6 御所市 103.6 天理市 103.3 河合町 103.2
(↑1,732位) (↑1,732位) (↑1,730位) (↑1,726位)

野迫川村 102.3 奈良市 100.7 黒滝村 100.7
（↓1,717位） (↑1,708位) (↓1,708位)

宇陀市 99.3 五條市 99.0 大淀町 99.0
(↓1,685位) (↓1,676位)     (↓1,676位)

大和郡山市 97.8 橿原市 97.8 安堵町 97.3 王寺町 97.2
(↑1,620位) (↓1,620位) (↓1,593位) （↑1,588位）

吉野町 96.9 大和高田市 96.4 下市町 96.2 平群町 96.1
(↓1,566位) (↑1,540位) (↓1,528位) (↑1,521位)

斑鳩町 94.6 十津川村 94.3
(↑1,372位) (↓1,340位)

天川村 92.1
(↓1,090位)

下北山村 89.9
(↓809位)

香芝市 91.9 生駒市 91.7
(↑1,072位)     (↑1,051位)

川上村 88.5
(↓626位)

経常収支比率が79.0～79.9
である団体数（全国）

県内市町村平均
９７．６

上牧町 98.7 田原本町 98.2
(↓1,664位) （↓1,643位）

東吉野村 93.7 広陵町 93.0    
(↓1,272位) (↑1,197位)

上北山村 90.6 三宅町 90.3
(↓907位)           (↑870位)

川西町 87.5 三郷町 87.4
(↑521位) (↑515位)

山添村 85.5 御杖村 85.5
(↓389位) (↓389位)

全国市区町村における県内市町村の経常収支比率の状況

平成２９年度県内市町村の経常収支比率の全国順位をグラフ化すると、以下のとおりとな

ります。
全国１，７４１団体と比較すると、桜井市、御所市、天理市などの順位が低く、曽爾村、山

添村、御杖村などの順位が高くなっています。
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県内１２市の経常収支比率の全国順位の推移

全国７７１市と比較した順位では、平成２９年度は生駒市が３４５位で県内１２市のうち最上位と

なりました。
また、県内１２市のうち香芝市や大和高田市など７市で、市における全国順位が上昇しました。

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

奈 良 市 97.5 741 99.0 738 97.0 737 100.9 751 100.7 748

大 和 高 田 市 93.9 651 94.9 634 94.4 665 99.4 735 96.4 643
大 和 郡 山 市 91.0 486 98.2 725 95.0 693 97.5 689 97.8 692

天 理 市 100.6 765 101.8 761 99.4 760 104.6 768 103.3 762

橿 原 市 93.8 646 95.9 665 94.5 670 97.3 681 97.8 692
桜 井 市 98.7 755 104.5 767 99.1 758 104.7 769 103.6 764

五 條 市 93.4 629 97.5 707 92.8 597 96.9 668 99.0 726

御 所 市 101.3 767 104.2 765 99.6 761 104.0 765 103.6 764
生 駒 市 85.8 148 86.2 133 88.1 291 91.1 330 91.7 345

香 芝 市 87.7 264 91.8 466 88.8 333 94.7 563 91.9 357

葛 城 市 85.7 143 88.4 239 90.6 463 96.8 661 95.6 604
宇 陀 市 94.2 664 97.1 697 95.1 695 97.6 690 99.3 732

平成２９年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

（H27は全国770市中の順位） （H28は全国771市中の順位）

団体名
平成２５年度

）位順の中市177国全は92H（）位順の中市077国全は62H（）位順の中市077国全は52H（

741
738

737

751 748

651

634

665

735

643

486

725

693 689 692

765

761
760 768

762

646
665

670
681

692

755

767

758

769
764

629

707

597

668

726

767
765

761

765

764

148

133

291

330

345

264

466

333

563

357

143

239

463

661

604

664

697

695 690

732

100

200

300

400

500

600

700

800
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

良
好

経
常
収
支
比
率

要
改
善

大和高田市

橿原市

奈良市

桜井市

宇陀市

大和郡山市

※全国順位

（位）

五條市

生駒市

香芝市

葛城市

H29は繰出金、公
債費の減等により
順位上昇

H27は扶助費、物件費
の増等により順位低下

天理市

御所市

H27は公債費の減等
により順位上昇

H27は公債費、人件費
の減等により順位上昇

葛城市

生駒市

五條市

大和郡山市

香芝市

宇陀市

橿原市

御所市

大和高田市

奈良市

天理市

桜井市

H28は人件費の増等に
より順位低下

H28は公債費、物件費
の増等により順位低下

H29は地方税収の増、
公債費の減等により順
位上昇
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県内１５町の経常収支比率の全国順位の推移

全国７４４町と比較した順位では、平成２９年度は三郷町が２９０位で県内１５町のうち最上位

となりました。

また、県内１５町のうち三郷町や三宅町など８町で、町における全国順位が上昇しました。

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

平 群 町 95.6 713 94.4 673 93.6 703 98.9 733 96.1 687
三 郷 町 87.9 496 87.2 378 85.1 375 89.6 473 87.4 290

斑 鳩 町 95.2 707 98.0 724 94.2 710 95.8 692 94.6 643
安 堵 町 90.5 607 91.7 591 88.8 560 93.5 635 97.3 709
川 西 町 83.3 259 87.4 388 83.8 304 88.4 405 87.5 295
三 宅 町 87.5 466 90.6 547 82.8 257 92.7 607 90.3 462
田 原 本 町 89.8 583 93.0 630 91.6 653 95.0 681 98.2 724
高 取 町 92.7 669 93.5 648 88.7 555 92.8 612 95.3 665
上 牧 町 91.4 632 97.2 716 93.2 692 98.7 731 98.7 732

王 寺 町 93.6 681 94.4 673 92.0 661 97.1 717 97.2 707
広 陵 町 94.2 697 99.6 736 93.2 692 95.5 687 93.0 583
河 合 町 96.1 716 99.0 731 99.6 741 102.9 742 103.2 741
吉 野 町 97.0 725 98.2 726 93.0 684 94.5 663 96.9 701
大 淀 町 89.1 553 91.0 566 87.6 506 92.9 615 99.0 733
下 市 町 98.8 735 98.9 730 92.3 667 94.8 676 96.2 690

団体名
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

（H25は全国746町中の順位） （H26は全国745町中の順位） （H27は全国745町中の順位） （H28は全国744町中の順位） （H29は全国744町中の順位）

713
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733

687

496

378 375

473

290

707
724

710

692

643

607

591
560

635

709

259

388

304
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295

466

547

257

607

462

583

630

653

681

724

669

648

555

612

665

632

716
692

731

732
725

726

684

663

701

553
566

506

615

733735

730

667
676

690
681
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661
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707

697

736

692 687

583

716

731
741 742 741
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800
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

良
好

経
常
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支
比
率

要
改
善

三郷町

川西町

下市町

平群町

三宅町

河合町

斑鳩町

※全国順位

（位）

田原本町

上牧町

大淀町

王寺町

H27は物件費、公債費
の減等により順位上昇

吉野町

安堵町

高取町

広陵町

河合町

三宅町

平群町

安堵町

川西町

下市町

王寺町

斑鳩町

三郷町

広陵町

上牧町

吉野町

田原本町

高取町

大淀町

H28は人件費の増等に
より順位低下

H29は補助費等
の増等により順
位低下

H29は繰出金の減
等により順位上昇

H29は普通交付税の
増、公債費の減等によ
り順位上昇

H29は物件費の減等に
より順位上昇

H29は普通交付税の
増、繰出金の減等によ
り順位上昇
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県内１２市の経常収支比率の全国順位の推移

全国７７１市と比較した順位では、平成２９年度は生駒市が３４５位で県内１２市のうち最上位と

なりました。
また、県内１２市のうち香芝市や大和高田市など７市で、市における全国順位が上昇しました。

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

奈 良 市 97.5 741 99.0 738 97.0 737 100.9 751 100.7 748

大 和 高 田 市 93.9 651 94.9 634 94.4 665 99.4 735 96.4 643
大 和 郡 山 市 91.0 486 98.2 725 95.0 693 97.5 689 97.8 692

天 理 市 100.6 765 101.8 761 99.4 760 104.6 768 103.3 762

橿 原 市 93.8 646 95.9 665 94.5 670 97.3 681 97.8 692
桜 井 市 98.7 755 104.5 767 99.1 758 104.7 769 103.6 764

五 條 市 93.4 629 97.5 707 92.8 597 96.9 668 99.0 726

御 所 市 101.3 767 104.2 765 99.6 761 104.0 765 103.6 764
生 駒 市 85.8 148 86.2 133 88.1 291 91.1 330 91.7 345

香 芝 市 87.7 264 91.8 466 88.8 333 94.7 563 91.9 357

葛 城 市 85.7 143 88.4 239 90.6 463 96.8 661 95.6 604
宇 陀 市 94.2 664 97.1 697 95.1 695 97.6 690 99.3 732

平成２９年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

（H27は全国770市中の順位） （H28は全国771市中の順位）

団体名
平成２５年度

）位順の中市177国全は92H（）位順の中市077国全は62H（）位順の中市077国全は52H（

741
738

737

751 748

651

634

665

735

643

486

725

693 689 692

765

761
760 768

762

646
665

670
681

692

755

767

758

769
764

629

707

597

668

726

767
765

761

765

764

148

133

291

330

345

264

466

333

563

357

143

239

463

661

604

664

697

695 690

732

100

200

300

400

500

600

700

800
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

良
好

経
常
収
支
比
率

要
改
善

大和高田市

橿原市

奈良市

桜井市

宇陀市

大和郡山市

※全国順位

（位）

五條市

生駒市

香芝市

葛城市

H29は繰出金、公
債費の減等により
順位上昇

H27は扶助費、物件費
の増等により順位低下

天理市

御所市

H27は公債費の減等
により順位上昇

H27は公債費、人件費
の減等により順位上昇

葛城市

生駒市

五條市

大和郡山市

香芝市

宇陀市

橿原市

御所市

大和高田市

奈良市

天理市

桜井市

H28は人件費の増等に
より順位低下

H28は公債費、物件費
の増等により順位低下

H29は地方税収の増、
公債費の減等により順
位上昇
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県内１２村の経常収支比率の全国順位の推移

全国１８３村と比較した順位では、平成２９年度は曽爾村が６７位で県内１２村のうち最上位と

なりました。

また、県内１２村のうち黒滝村と天川村を除く１０村で、村における全国順位が低下しました。

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

山 添 村 89.0 161 87.6 129 79.8 79 82.1 83 85.5 96

曽 爾 村 90.4 168 91.3 154 75.8 52 75.4 28 82.6 67
御 杖 村 87.6 149 89.6 146 84.2 131 82.3 87 85.5 96

明 日 香 村 97.0 178 97.2 178 91.9 175 93.1 168 95.5 172
黒 滝 村 95.1 175 96.5 177 95.7 181 97.9 181 100.7 181

天 川 村 82.5 117 89.6 146 83.2 122 89.8 161 92.1 154
野 迫 川 村 76.2 52 92.3 166 90.8 171 96.4 179 102.3 182
十 津 川 村 76.9 57 86.8 122 85.6 137 89.5 158 94.3 165

下 北 山 村 78.4 74 83.3 84 79.9 81 84.0 106 89.9 137
上 北 山 村 70.3 21 84.2 95 77.1 61 82.7 94 90.6 146

川 上 村 77.3 65 85.3 108 73.4 33 81.1 70 88.5 124
東 吉 野 村 89.9 165 94.3 173 85.6 137 86.5 130 93.7 162

団体名
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

161

129

79

83

96

168

154

52

28

67

149
146

131

87

96

178
178

175

168
172175 177

181
181

181

117

146

122

161

154

52

166
171

179

182

57

122

137

158

165

74

84
81

106

137

21

95

61

94

146

65

108

33

70

124

165

173

137

130

162

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

良
好

経
常
収
支
比
率

要
改
善

曽爾村

黒滝村

山添村

天川村

東吉野村

御杖村

※全国順位
（位）

野迫川村

下北山村

上北山村

川上村

H27は公債費の減等により
順位上昇

明日香村

十津川村

H27は公債費の減等によ
り大きく順位上昇

十津川村

天川村

川上村

東吉野村

上北山村

野迫川村

御杖村

山添村

明日香村

曽爾村

黒滝村

下北山村

H27は公債費、物件費
の増等により順位低下

H27は経常一般財源の増等
により順位上昇

H28は経常一般財源の減等
により順位低下

H28は経常一般財源の
減等により順位低下

H28は物件費の増等によ
り順位低下

H29は公債費の増等によ
り順位低下

H29は普通交付税の減、物
件費の増等により順位低下

H29は普通交付税の減、
物件費の増等により順位
低下
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財政規模が大きい県内市町村（経常一般財源の上位５団体）の経常収支比率の
全国順位の推移

平成２９年度においては、財政規模の大きい団体（平成２９年度経常一般財源の上位５団
体）のうち、橿原市を除く４市の全国順位が上昇しました。
しかし、経常収支比率は３団体が上昇しています。
これら財政規模の大きい団体は、県全体の経常一般財源のうち、約半分（４９．１％）を占

めており、県内市町村平均の数値の動向に強い影響を及ぼしています。

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

生 駒 市 89.2 1,035 85.8 681 86.2 587 88.1 996 91.1 1,062 91.7 1,051

香 芝 市 89.7 1,104 87.7 917 91.8 1,244 88.8 1,077 94.7 1,437 91.9 1,072

大 和 郡 山 市 92.1 1,356 91.0 1,302 98.2 1,667 95.0 1,622 97.5 1,624 97.8 1,620

橿 原 市 95.5 1,586 93.8 1,538 95.9 1,567 94.5 1,593 97.3 1,611 97.8 1,620

奈 良 市 97.6 1,667 97.5 1,688 99.0 1,688 97.0 1,693 100.9 1,717 100.7 1,708

平成２７年度 平成２９年度平成２８年度平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

1,586

1,538
1,567

1,593 1,611 1,620

1,104

917

1,244

1,077

1,437

1,072

1,035

681

587

996

1,062 1,051

1,356

1,302

1,667
1,622 1,624 1,620

1,667 1,688 1,688 1,693
1,717 1,708

500

900

1,300

1,700

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

H27は物件費、繰出金
の増等により順位低下

H28は人件費の増
等により順位低下

H29は地方税収の
増、公債費の減等
により順位上昇

奈良市
（２３．８％）

香芝市
（４．７％）

大和郡山市
（５．９％）

橿原市
（７．７％）

生駒市
（７．０％）

※全国順位（位）

括弧内の数字
は、Ｈ２９経常一
般財源の県全体
に占める割合

良

好

経
常
収

支
比
率

要
改
善

H26は公債費、補助
費等の増等により
順位低下

香芝市

大和郡山市

生駒市

奈良市

橿原市

H27は公債費、人件費
の減等により順位上昇
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県内１２村の経常収支比率の全国順位の推移

全国１８３村と比較した順位では、平成２９年度は曽爾村が６７位で県内１２村のうち最上位と

なりました。

また、県内１２村のうち黒滝村と天川村を除く１０村で、村における全国順位が低下しました。

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

経常収
支比率

全国
順位

山 添 村 89.0 161 87.6 129 79.8 79 82.1 83 85.5 96

曽 爾 村 90.4 168 91.3 154 75.8 52 75.4 28 82.6 67
御 杖 村 87.6 149 89.6 146 84.2 131 82.3 87 85.5 96

明 日 香 村 97.0 178 97.2 178 91.9 175 93.1 168 95.5 172
黒 滝 村 95.1 175 96.5 177 95.7 181 97.9 181 100.7 181

天 川 村 82.5 117 89.6 146 83.2 122 89.8 161 92.1 154
野 迫 川 村 76.2 52 92.3 166 90.8 171 96.4 179 102.3 182
十 津 川 村 76.9 57 86.8 122 85.6 137 89.5 158 94.3 165

下 北 山 村 78.4 74 83.3 84 79.9 81 84.0 106 89.9 137
上 北 山 村 70.3 21 84.2 95 77.1 61 82.7 94 90.6 146

川 上 村 77.3 65 85.3 108 73.4 33 81.1 70 88.5 124
東 吉 野 村 89.9 165 94.3 173 85.6 137 86.5 130 93.7 162

団体名
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

161

129

79

83

96

168

154

52

28

67

149
146

131

87

96

178
178

175

168
172175 177

181
181

181

117

146

122

161

154

52

166
171

179

182

57

122

137

158

165

74

84
81

106

137

21

95

61

94

146

65

108

33

70

124

165

173

137

130

162

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

良
好

経
常
収
支
比
率

要
改
善

曽爾村

黒滝村

山添村

天川村

東吉野村

御杖村

※全国順位
（位）

野迫川村

下北山村

上北山村

川上村

H27は公債費の減等により
順位上昇

明日香村

十津川村

H27は公債費の減等によ
り大きく順位上昇

十津川村

天川村

川上村

東吉野村

上北山村

野迫川村

御杖村

山添村

明日香村

曽爾村

黒滝村

下北山村

H27は公債費、物件費
の増等により順位低下

H27は経常一般財源の増等
により順位上昇

H28は経常一般財源の減等
により順位低下

H28は経常一般財源の
減等により順位低下

H28は物件費の増等によ
り順位低下

H29は公債費の増等によ
り順位低下

H29は普通交付税の減、物
件費の増等により順位低下

H29は普通交付税の減、
物件費の増等により順位
低下

- 19 -



２-２．家計が赤字になっていないか （実質赤字比率・連結実質赤字比率）

赤字については、「①夫婦の家計（普通会計）」と「②家族全体の家計（夫婦の家計と同居

する親の家計の合算（普通会計＋公営事業会計））」とで調べることが大切です。夫婦の家

計が大丈夫でも、家族全体では大変なことになっているかもしれません。

この場合は、赤字の大きさがわかる実質赤字比率（夫婦の赤字＝普通会計）と、連結実質

赤字比率（家族の赤字＝普通会計＋公営事業会計）をそれぞれ他の家族（市町村）の比率

と比較すれば、家計の赤字が深刻な状況になっているかどうかがわかります。

①夫婦の家計の状況を調べるには？・・・実質赤字比率

夫婦の家計

（普通会計）

親の家計

（公営事業会計）

同 居

実質赤字比率

連結実質赤字比率

夫婦の家計の赤字の大きさ

（実質赤字比率）
＝

夫婦の給与（標準財政規模）

夫婦の家計（総収入－総支出）（実質赤字額）

給料

ボーナス

）宅住・養扶（当手税付交通普

）金援支（金舞見害災税付交別特

貯蓄の取り崩し

その他臨時収入

食費

医療費、光熱水費、修繕費等

親や子どもへの生活費の仕送り等

ローンの返済

入購の車、入購の家費業事設建通普

等繕修の屋家るよに害災費業事旧復害災

地方譲与税、各種交付金

地方交付税

基金繰入金

国・県支出金、使用料、手数料、諸収入等

金借なた新債村町市

公債費

投資的経費

とるえとたに計家）計会通普（政財村町市

歳
　
入

市町村税

収
 
 
入

給与

歳
　
出

人件費

支
 
 
出

日々の
生活費

扶助費、物件費、維持補修費

補助費等、繰出金

積立金 貯蓄の積み立て

等資投式株金付貸、金資出・資投

総
収
入

総
支
出

給
与

標
準
財
政
規
模
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県内市町村の実質赤字比率の状況

平成２９年度決算で赤字市町村はなし（全国では３団体）

(参考) 地方公共団体財政健全化法に基づく「実質赤字比率」

平成２９年度決算では、重症（早期健全化基準（※）以上）になった団体はありません（Ｐ２３）。

※財政健全化法に定める基準で、一定割合を超すと「財政健全化計画」を策定することになります。

●平成２３年度決算で初めて県内全市町村が黒字団体となって以降は赤字団体はなく、

平成２９年度決算においても引き続き県内全市町村が黒字となりました。

●実質赤字額がある団体数の推移は以下のとおりです。

健康
状態

　早期健全化基準

率
（％）

実質赤字比率を健康状態であらわすと

重症
（入院治療）

重篤
（緊急集中治療）

健全度 健全 破たん

健康
（自己管理）

要治療

財政の
早急な見直し
（財政規模に応じて）

11.25～15.00

赤字の

ﾎﾞｰﾀﾞｰﾗｲﾝ

0.0
健全

財政破たん
20.00

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

全国 － ２ － － － ３

うち奈良県 － － － － － －
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２-２．家計が赤字になっていないか （実質赤字比率・連結実質赤字比率）

赤字については、「①夫婦の家計（普通会計）」と「②家族全体の家計（夫婦の家計と同居

する親の家計の合算（普通会計＋公営事業会計））」とで調べることが大切です。夫婦の家

計が大丈夫でも、家族全体では大変なことになっているかもしれません。

この場合は、赤字の大きさがわかる実質赤字比率（夫婦の赤字＝普通会計）と、連結実質

赤字比率（家族の赤字＝普通会計＋公営事業会計）をそれぞれ他の家族（市町村）の比率

と比較すれば、家計の赤字が深刻な状況になっているかどうかがわかります。

①夫婦の家計の状況を調べるには？・・・実質赤字比率

夫婦の家計

（普通会計）

親の家計

（公営事業会計）

同 居

実質赤字比率

連結実質赤字比率

夫婦の家計の赤字の大きさ

（実質赤字比率）
＝

夫婦の給与（標準財政規模）

夫婦の家計（総収入－総支出）（実質赤字額）

給料

ボーナス

）宅住・養扶（当手税付交通普

）金援支（金舞見害災税付交別特

貯蓄の取り崩し

その他臨時収入

食費

医療費、光熱水費、修繕費等

親や子どもへの生活費の仕送り等

ローンの返済

入購の車、入購の家費業事設建通普

等繕修の屋家るよに害災費業事旧復害災

地方譲与税、各種交付金

地方交付税

基金繰入金

国・県支出金、使用料、手数料、諸収入等

金借なた新債村町市

公債費

投資的経費

とるえとたに計家）計会通普（政財村町市

歳
　
入

市町村税

収
 
 
入

給与

歳
　
出

人件費

支
 
 
出

日々の
生活費

扶助費、物件費、維持補修費

補助費等、繰出金

積立金 貯蓄の積み立て

等資投式株金付貸、金資出・資投

総
収
入

総
支
出

給
与

標
準
財
政
規
模
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県内市町村の実質赤字比率の状況（対前年度比較）

平成２９年度は前年度に引き続き、実質赤字がある団体はありません。

（単位：％）

比率(Ａ)
早期健全化

基準
比率(Ｂ)

39 河 合 町 △ 0.54 15.00 △ 0.62 0.08 

38 橿 原 市 △ 0.57 12.17 △ 3.90 3.33 

37 奈 良 市 △ 0.60 11.25 △ 0.56 △ 0.04 

36 大 淀 町 △ 1.05 15.00 △ 1.28 0.23 

35 五 條 市 △ 1.15 13.23 △ 3.54 2.39 

34 葛 城 市 △ 1.87 13.55 △ 1.93 0.06 

33 香 芝 市 △ 2.01 12.79 △ 2.11 0.10 

32 桜 井 市 △ 2.06 13.02 △ 4.25 2.19 

31 大 和 郡 山 市 △ 2.42 12.57 △ 2.93 0.51 
30 宇 陀 市 △ 3.25 13.15 △ 3.16 △ 0.09 

29 広 陵 町 △ 3.47 13.93 △ 5.70 2.23 
28 曽 爾 村 △ 3.75 15.00 △ 8.27 4.52 
27 上 牧 町 △ 3.88 15.00 △ 3.36 △ 0.52 
26 斑 鳩 町 △ 3.92 14.48 △ 4.43 0.51 

25 生 駒 市 △ 4.01 12.27 △ 3.05 △ 0.96 
24 平 群 町 △ 4.32 15.00 △ 3.78 △ 0.54 
23 田 原 本 町 △ 4.87 14.02 △ 6.37 1.50 
22 王 寺 町 △ 5.46 14.93 △ 7.00 1.54 
21 安 堵 町 △ 5.62 15.00 △ 18.51 12.89 
20 山 添 村 △ 6.18 15.00 △ 3.87 △ 2.31 
19 十 津 川 村 △ 6.23 15.00 △ 3.39 △ 2.84 
18 黒 滝 村 △ 6.73 15.00 △ 10.63 3.90 

17 野 迫 川 村 △ 6.91 15.00 △ 35.12 28.21 
16 天 理 市 △ 7.64 12.83 △ 5.80 △ 1.84 
15 三 宅 町 △ 8.12 15.00 △ 8.45 0.33 
14 下 北 山 村 △ 8.80 15.00 △ 3.59 △ 5.21 
13 大 和 高 田 市 △ 9.53 12.80 △ 6.72 △ 2.81 
12 御 所 市 △ 10.11 13.86 △ 7.91 △ 2.20 
11 明 日 香 村 △ 10.33 15.00 △ 13.74 3.41 

10 高 取 町 △ 11.17 15.00 △ 12.71 1.54 
9 川 西 町 △ 11.23 15.00 △ 7.03 △ 4.20 
8 三 郷 町 △ 11.59 15.00 △ 7.67 △ 3.92 
7 下 市 町 △ 11.90 15.00 △ 8.86 △ 3.04 
6 吉 野 町 △ 12.35 15.00 △ 12.06 △ 0.29 
5 天 川 村 △ 14.15 15.00 △ 17.14 2.99 
4 上 北 山 村 △ 17.43 15.00 △ 20.26 2.83 
3 川 上 村 △ 17.87 15.00 △ 22.15 4.28 
2 御 杖 村 △ 20.50 15.00 △ 20.77 0.27 
1 東 吉 野 村 △ 25.20 15.00 △ 72.68 47.48 

※比率は赤字団体が「＋」、黒字団体が「△」になります。

重症

早期
健全化

基準以上

要
治
療

実質赤字
あり

健康

実質赤字
なし

県内
順位

市町村名

平成29年度 平成28年度
対前年度

比率の増減
（Ａ-Ｂ）

要改善

良好
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②家族全体の家計の状況を調べるには？・・・連結実質赤字比率

平成２９年度決算で連結赤字市町村はなし（全国では１団体）

(参考) 地方公共団体財政健全化法に基づく「連結実質赤字比率」

平成２９年度決算では、重症（早期健全化基準以上）になった団体はありません（Ｐ２５）。

●連結実質赤字額がある団体数の推移は以下のとおりです。

県内市町村の連結実質赤字比率の状況

健康
状態

健全度 健全 破たん

健康
（自己管理）

要治療 重症
（入院治療）

重篤
（緊急集中治療）

　早期健全化基準

連結実質赤字比率を健康状態であらわすと

率
（％）

財政の
早急な見直し
（財政規模に応じて）

16.25～20.00

赤字の

ﾎﾞｰﾀﾞｰﾗｲﾝ

0.0
健全

財政破たん

20.00

家計にたとえると市町村財政

 夫婦の収入 普通会計の歳入

夫婦の支出普通会計の歳出

歳
入

同居する親の支出公営事業会計の歳出

収
入

支
出

歳
出

同居する親の収入公営事業会計の歳入

収
入
の
合
算

支
出
の
合
算

給与
標準財政規模（市町村税、地方譲与
税・各種交付金、普通交付税等）

歳
入
の
合
算

歳
出
の
合
算

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

全国 ７ ６ 1 － － 1

うち奈良県 － － － － － －
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県内市町村の実質赤字比率の状況（対前年度比較）

平成２９年度は前年度に引き続き、実質赤字がある団体はありません。

（単位：％）

比率(Ａ)
早期健全化

基準
比率(Ｂ)

39 河 合 町 △ 0.54 15.00 △ 0.62 0.08 

38 橿 原 市 △ 0.57 12.17 △ 3.90 3.33 

37 奈 良 市 △ 0.60 11.25 △ 0.56 △ 0.04 

36 大 淀 町 △ 1.05 15.00 △ 1.28 0.23 

35 五 條 市 △ 1.15 13.23 △ 3.54 2.39 

34 葛 城 市 △ 1.87 13.55 △ 1.93 0.06 

33 香 芝 市 △ 2.01 12.79 △ 2.11 0.10 

32 桜 井 市 △ 2.06 13.02 △ 4.25 2.19 

31 大 和 郡 山 市 △ 2.42 12.57 △ 2.93 0.51 
30 宇 陀 市 △ 3.25 13.15 △ 3.16 △ 0.09 

29 広 陵 町 △ 3.47 13.93 △ 5.70 2.23 
28 曽 爾 村 △ 3.75 15.00 △ 8.27 4.52 
27 上 牧 町 △ 3.88 15.00 △ 3.36 △ 0.52 
26 斑 鳩 町 △ 3.92 14.48 △ 4.43 0.51 

25 生 駒 市 △ 4.01 12.27 △ 3.05 △ 0.96 
24 平 群 町 △ 4.32 15.00 △ 3.78 △ 0.54 
23 田 原 本 町 △ 4.87 14.02 △ 6.37 1.50 
22 王 寺 町 △ 5.46 14.93 △ 7.00 1.54 
21 安 堵 町 △ 5.62 15.00 △ 18.51 12.89 
20 山 添 村 △ 6.18 15.00 △ 3.87 △ 2.31 
19 十 津 川 村 △ 6.23 15.00 △ 3.39 △ 2.84 
18 黒 滝 村 △ 6.73 15.00 △ 10.63 3.90 

17 野 迫 川 村 △ 6.91 15.00 △ 35.12 28.21 
16 天 理 市 △ 7.64 12.83 △ 5.80 △ 1.84 
15 三 宅 町 △ 8.12 15.00 △ 8.45 0.33 
14 下 北 山 村 △ 8.80 15.00 △ 3.59 △ 5.21 
13 大 和 高 田 市 △ 9.53 12.80 △ 6.72 △ 2.81 
12 御 所 市 △ 10.11 13.86 △ 7.91 △ 2.20 
11 明 日 香 村 △ 10.33 15.00 △ 13.74 3.41 

10 高 取 町 △ 11.17 15.00 △ 12.71 1.54 
9 川 西 町 △ 11.23 15.00 △ 7.03 △ 4.20 
8 三 郷 町 △ 11.59 15.00 △ 7.67 △ 3.92 
7 下 市 町 △ 11.90 15.00 △ 8.86 △ 3.04 
6 吉 野 町 △ 12.35 15.00 △ 12.06 △ 0.29 
5 天 川 村 △ 14.15 15.00 △ 17.14 2.99 
4 上 北 山 村 △ 17.43 15.00 △ 20.26 2.83 
3 川 上 村 △ 17.87 15.00 △ 22.15 4.28 
2 御 杖 村 △ 20.50 15.00 △ 20.77 0.27 
1 東 吉 野 村 △ 25.20 15.00 △ 72.68 47.48 

※比率は赤字団体が「＋」、黒字団体が「△」になります。

重症

早期
健全化

基準以上

要
治
療

実質赤字
あり

健康

実質赤字
なし

県内
順位

市町村名

平成29年度 平成28年度
対前年度

比率の増減
（Ａ-Ｂ）

要改善

良好
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県内市町村の連結実質赤字比率の状況（対前年度比較）

平成２９年度は前年度に引き続き、連結実質赤字がある団体はありません。

（単位：％）

比率(Ａ)
早期健全化

基準
比率(Ｂ)

39 五 條 市 △ 6.10 18.23 △ 9.46 3.36 
38 山 添 村 △ 6.60 20.00 △ 3.89 △ 2.71 
37 十 津 川 村 △ 6.89 20.00 △ 3.67 △ 3.22 
36 曽 爾 村 △ 7.40 20.00 △ 11.28 3.88 
35 野 迫 川 村 △ 8.55 20.00 △ 38.03 29.48 
34 黒 滝 村 △ 9.32 20.00 △ 12.20 2.88 
33 奈 良 市 △ 10.04 16.25 △ 7.38 △ 2.66 
32 下 北 山 村 △ 10.54 20.00 △ 6.16 △ 4.38 
31 斑 鳩 町 △ 12.21 19.48 △ 6.99 △ 5.22 
30 河 合 町 △ 13.51 20.00 △ 10.94 △ 2.57 
29 御 所 市 △ 14.31 18.86 △ 11.21 △ 3.10 
28 桜 井 市 △ 15.42 18.02 △ 16.95 1.53 
27 橿 原 市 △ 17.25 17.17 △ 21.41 4.16 
26 平 群 町 △ 17.69 20.00 △ 11.75 △ 5.94 
25 天 川 村 △ 18.66 20.00 △ 21.64 2.98 
24 安 堵 町 △ 19.29 20.00 △ 31.80 12.51 
23 御 杖 村 △ 20.57 20.00 △ 21.25 0.68 
22 上 北 山 村 △ 20.98 20.00 △ 23.87 2.89 
21 下 市 町 △ 21.17 20.00 △ 17.17 △ 4.00 
20 宇 陀 市 △ 21.76 18.15 △ 22.84 1.08 
19 吉 野 町 △ 23.86 20.00 △ 22.45 △ 1.41 
18 川 上 村 △ 24.57 20.00 △ 28.75 4.18 
17 香 芝 市 △ 25.84 17.79 △ 23.88 △ 1.96 
16 川 西 町 △ 25.86 20.00 △ 20.63 △ 5.23 
15 高 取 町 △ 26.54 20.00 △ 28.25 1.71 
14 葛 城 市 △ 27.09 18.55 △ 27.29 0.20 
13 大 和 高 田 市 △ 27.18 17.80 △ 25.80 △ 1.38 
12 田 原 本 町 △ 27.81 19.02 △ 25.89 △ 1.92 
11 上 牧 町 △ 29.03 20.00 △ 25.15 △ 3.88 
10 生 駒 市 △ 29.23 17.27 △ 26.14 △ 3.09 
9 三 郷 町 △ 29.47 20.00 △ 23.42 △ 6.05 
8 東 吉 野 村 △ 30.00 20.00 △ 76.93 46.93 
7 大 淀 町 △ 30.65 20.00 △ 30.68 0.03 
6 明 日 香 村 △ 32.14 20.00 △ 34.06 1.92 
5 天 理 市 △ 33.30 17.83 △ 30.74 △ 2.56 
4 広 陵 町 △ 34.56 18.93 △ 40.47 5.91 
3 三 宅 町 △ 34.65 20.00 △ 33.88 △ 0.77 
2 王 寺 町 △ 38.21 19.93 △ 37.10 △ 1.11 
1 大 和 郡 山 市 △ 52.39 17.57 △ 51.49 △ 0.90 

※比率は赤字団体が「＋」、黒字団体が「△」になります。

重症
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健全化

基準以上
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療

連結
実質赤字

あり
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県内
順位

市町村名

平成29年度 平成28年度
対前年度

比率の増減
（Ａ-Ｂ）

要改善
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借入れの健全度を測るポイント！

財政指標③（実質公債費比率）、④（将来負担比率）を活用

③ローン返済は重すぎないか

実質公債費比率
（夫婦と親と子ども）

④ローン残高や保証額が大きすぎ
ないか

将来負担比率
（夫婦と親と子どもと親類）

市町村の各会計の決算額をみてもわかりづらい要因は…

そこで

・財政規模の大小（例：奈良市と黒滝村）

・公立病院、下水道事業、第３セクター等の負債の状況が分かりにくい

・一部事務組合への負担金に借入金の返済負担分が含まれている など

・財政規模や支出のバラツキがなくなる

・全市町村の会計区分が統一される

３．借入れや保証の健全度を測るポイントは？

ここでは、③毎年のローン返済（公債費）が重すぎないか、また④ローンの残高（地方債

残高）や保証（第３セクター等への債務保証）などの負債の総額が大きすぎないかがポイン

トになります。ここでも比較のために、夫婦の給与を基準にしています。

Ｐ34～Ｐ40へＰ27～Ｐ33へ

6.4

33.7

健康状態 健康
自己管理

要治療

将来負担比率

重症
入院治療

重篤
緊急集中治療

実質公債費比率

財政指標

35.0%25.0%

破たん健全

6.4%

33.7% 350.0%
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県内市町村の連結実質赤字比率の状況（対前年度比較）

平成２９年度は前年度に引き続き、連結実質赤字がある団体はありません。

（単位：％）

比率(Ａ)
早期健全化

基準
比率(Ｂ)

39 五 條 市 △ 6.10 18.23 △ 9.46 3.36 
38 山 添 村 △ 6.60 20.00 △ 3.89 △ 2.71 
37 十 津 川 村 △ 6.89 20.00 △ 3.67 △ 3.22 
36 曽 爾 村 △ 7.40 20.00 △ 11.28 3.88 
35 野 迫 川 村 △ 8.55 20.00 △ 38.03 29.48 
34 黒 滝 村 △ 9.32 20.00 △ 12.20 2.88 
33 奈 良 市 △ 10.04 16.25 △ 7.38 △ 2.66 
32 下 北 山 村 △ 10.54 20.00 △ 6.16 △ 4.38 
31 斑 鳩 町 △ 12.21 19.48 △ 6.99 △ 5.22 
30 河 合 町 △ 13.51 20.00 △ 10.94 △ 2.57 
29 御 所 市 △ 14.31 18.86 △ 11.21 △ 3.10 
28 桜 井 市 △ 15.42 18.02 △ 16.95 1.53 
27 橿 原 市 △ 17.25 17.17 △ 21.41 4.16 
26 平 群 町 △ 17.69 20.00 △ 11.75 △ 5.94 
25 天 川 村 △ 18.66 20.00 △ 21.64 2.98 
24 安 堵 町 △ 19.29 20.00 △ 31.80 12.51 
23 御 杖 村 △ 20.57 20.00 △ 21.25 0.68 
22 上 北 山 村 △ 20.98 20.00 △ 23.87 2.89 
21 下 市 町 △ 21.17 20.00 △ 17.17 △ 4.00 
20 宇 陀 市 △ 21.76 18.15 △ 22.84 1.08 
19 吉 野 町 △ 23.86 20.00 △ 22.45 △ 1.41 
18 川 上 村 △ 24.57 20.00 △ 28.75 4.18 
17 香 芝 市 △ 25.84 17.79 △ 23.88 △ 1.96 
16 川 西 町 △ 25.86 20.00 △ 20.63 △ 5.23 
15 高 取 町 △ 26.54 20.00 △ 28.25 1.71 
14 葛 城 市 △ 27.09 18.55 △ 27.29 0.20 
13 大 和 高 田 市 △ 27.18 17.80 △ 25.80 △ 1.38 
12 田 原 本 町 △ 27.81 19.02 △ 25.89 △ 1.92 
11 上 牧 町 △ 29.03 20.00 △ 25.15 △ 3.88 
10 生 駒 市 △ 29.23 17.27 △ 26.14 △ 3.09 
9 三 郷 町 △ 29.47 20.00 △ 23.42 △ 6.05 
8 東 吉 野 村 △ 30.00 20.00 △ 76.93 46.93 
7 大 淀 町 △ 30.65 20.00 △ 30.68 0.03 
6 明 日 香 村 △ 32.14 20.00 △ 34.06 1.92 
5 天 理 市 △ 33.30 17.83 △ 30.74 △ 2.56 
4 広 陵 町 △ 34.56 18.93 △ 40.47 5.91 
3 三 宅 町 △ 34.65 20.00 △ 33.88 △ 0.77 
2 王 寺 町 △ 38.21 19.93 △ 37.10 △ 1.11 
1 大 和 郡 山 市 △ 52.39 17.57 △ 51.49 △ 0.90 

※比率は赤字団体が「＋」、黒字団体が「△」になります。
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健全化

基準以上

要
治
療

連結
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市町村名

平成29年度 平成28年度
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比率の増減
（Ａ-Ｂ）
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良好

- 25 -



３-１．毎年のローン返済が重すぎないか（実質公債費比率）

夫婦と同居する親（市町村の全ての会計）だけでなく、別居の子ども（一部事務組合等）に

も借入れがある場合は、夫婦と同居する親のローン返済額（公債費）と別居の子どもへの仕

送りの一部（一部事務組合等への負担金）が返済額全体となります。返済額の負担度合い

を表す「実質公債費比率」が大きいほど、ローン返済に困っていることになります。

県内市町村の実質公債費比率の状況

平成２９年度決算では重症（２５．０％以上）の市町村はなし

・全国 ㉙１団体 （㉘１団体）

(参考) 地方公共団体財政健全化法に基づく「実質公債費比率」

平成２９年度決算では、早期健全化基準（２５．０％）以上の団体はありません（Ｐ３０）。

●全国平均（６．４％）以上「要治療」・・・２７団体（前年度から７団体増）

健康
状態

健康
（自己管理）

要治療 重症
（入院治療）

重篤
（緊急集中治療）

実質公債費比率を健康状態であらわすと

率
（％）

健全度 　健全 破たん

財政の
早急な見直し

25.0

「健全」の

ﾎﾞｰﾀﾞｰﾗｲﾝ

6.9（全国平均）
健全

財政破たん

35.006.4
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各都道府県の実質公債費比率（市町村平均）の推移

平成２９年度県内市町村平均は１０．０％となり、前年度より０．２ポイント低下しました。
全国順位は前年度より低下し、３７位でした。

（単位：％、位）

順位 都道府県名
実質
公債費
比率

順位 都道府県名
実質
公債費
比率

順位 都道府県名
実質
公債費
比率

順位 都道府県名
実質
公債費
比率

順位 都道府県名
実質
公債費
比率

対前年度
比率の増減

47 島 根 県 16.5 47 島 根 県 15.6 47 島 根 県 14.6 47 島 根 県 14.0 47 島 根 県 13.7 △ 0.3 

46 鳥 取 県 14.8 46 鳥 取 県 13.5 46 富 山 県 12.9 46 富 山 県 12.3 46 富 山 県 11.8 △ 0.5 

45 富 山 県 14.0 45 富 山 県 13.3 45 青 森 県 12.5 44 青 森 県 12.0 45 青 森 県 11.6 △ 0.4 

44 青 森 県 13.8 44 青 森 県 13.1 44 鳥 取 県 12.4 44 京 都 府 12.0 44 鳥 取 県 11.5 △ 0.3 

43 高 知 県 13.5 43 岩 手 県 12.4 43 京 都 府 12.1 43 鳥 取 県 11.8 43 岩 手 県 11.4 0.0 

42 岩 手 県 13.2 42 高 知 県 12.3 42 岩 手 県 11.8 42 岩 手 県 11.4 40 新 潟 県 10.7 △ 0.4 

41 新 潟 県 12.7 41 新 潟 県 12.2 41 新 潟 県 11.6 41 新 潟 県 11.1 40 京 都 府 10.7 △ 1.3 

40 秋 田 県 12.5 40 京 都 府 12.1 40 高 知 県 11.4 40 高 知 県 10.9 40 高 知 県 10.7 △ 0.2 

39 広 島 県 12.3 39 広 島 県 11.7 39 広 島 県 11.0 38 石 川 県 10.3 39 石 川 県 10.4 0.1 

38 岡 山 県 12.0 38 秋 田 県 11.3 38 奈 良 県 10.5 38 広 島 県 10.3 38 和 歌 山 県 10.1 △ 0.1 

36 石 川 県 11.8 36 石 川 県 10.9 35 秋 田 県 10.4 36 奈 良 県 10.2 37 奈 良 県 10.0 △ 0.2 

36 京 都 府 11.8 36 奈 良 県 10.9 35 石 川 県 10.4 36 和 歌 山 県 10.2 36 広 島 県 9.7 △ 0.6 

35 奈 良 県 11.5 35 和 歌 山 県 10.8 35 和 歌 山 県 10.4 35 秋 田 県 9.7 35 秋 田 県 9.4 △ 0.3 

33 宮 城 県 11.1 34 福 井 県 10.5 34 福 井 県 10.0 33 神 奈 川 県 9.5 34 福 井 県 9.1 △ 0.3 

33 和 歌 山 県 11.1 33 宮 城 県 10.4 33 神 奈 川 県 9.9 33 福 岡 県 9.5 33 福 岡 県 9.0 △ 0.5 

31 福 井 県 11.0 32 岡 山 県 10.3 31 山 形 県 9.5 32 福 井 県 9.4 32 山 形 県 8.8 △ 0.3 

31 佐 賀 県 11.0 30 神 奈 川 県 10.1 31 福 岡 県 9.5 31 山 形 県 9.1 31 熊 本 県 8.6 △ 0.3 

29 山 形 県 10.9 30 佐 賀 県 10.1 29 宮 城 県 9.4 30 熊 本 県 8.9 30 山 梨 県 8.5 △ 0.1 

29 山 梨 県 10.9 28 山 形 県 10.0 29 岡 山 県 9.4 29 宮 城 県 8.8 28 神 奈 川 県 8.1 △ 1.4 

28 熊 本 県 10.7 28 山 梨 県 10.0 28 熊 本 県 9.3 27 山 梨 県 8.6 28 佐 賀 県 8.1 △ 0.3 

26 山 口 県 10.4 27 熊 本 県 9.9 26 山 梨 県 9.2 27 岡 山 県 8.6 26 岡 山 県 8.0 △ 0.6 

26 愛 媛 県 10.4 26 福 岡 県 9.8 26 佐 賀 県 9.2 26 佐 賀 県 8.4 26 沖 縄 県 8.0 △ 0.3 

25 兵 庫 県 10.3 25 山 口 県 9.6 24 山 口 県 8.7 25 沖 縄 県 8.3 25 愛 媛 県 7.9 △ 0.2 

24 福 岡 県 10.2 24 愛 媛 県 9.4 24 沖 縄 県 8.7 23 愛 媛 県 8.1 24 宮 城 県 7.8 △ 1.0 

23 北 海 道 10.0 21 北 海 道 9.2 23 愛 媛 県 8.6 23 宮 崎 県 8.1 23 宮 崎 県 7.7 △ 0.4 

21 神 奈 川 県 9.8 21 兵 庫 県 9.2 21 北 海 道 8.4 22 山 口 県 8.0 22 山 口 県 7.6 △ 0.4 

21 沖 縄 県 9.8 21 沖 縄 県 9.2 21 兵 庫 県 8.4 21 兵 庫 県 7.9 21 兵 庫 県 7.4 △ 0.5 

19 福 島 県 9.7 19 三 重 県 8.9 20 宮 崎 県 8.3 20 北 海 道 7.7 20 北 海 道 7.3 △ 0.4 

19 静 岡 県 9.7 19 宮 崎 県 8.9 19 三 重 県 8.2 18 三 重 県 7.4 18 徳 島 県 7.2 0.1 

18 宮 崎 県 9.6 18 静 岡 県 8.7 18 滋 賀 県 7.9 18 香 川 県 7.4 18 香 川 県 7.2 △ 0.2 

17 滋 賀 県 9.5 16 福 島 県 8.6 15 静 岡 県 7.8 17 鹿 児 島 県 7.3 17 鹿 児 島 県 7.0 △ 0.3 

15 三 重 県 9.3 16 滋 賀 県 8.6 15 香 川 県 7.8 15 静 岡 県 7.2 15 福 島 県 6.8 △ 0.3 

15 香 川 県 9.3 14 香 川 県 8.4 15 鹿 児 島 県 7.8 15 滋 賀 県 7.2 15 茨 城 県 6.8 △ 0.1 

14 鹿 児 島 県 9.2 14 鹿 児 島 県 8.4 14 福 島 県 7.6 13 福 島 県 7.1 12 静 岡 県 6.7 △ 0.5 

12 茨 城 県 9.0 12 茨 城 県 8.0 12 茨 城 県 7.3 13 徳 島 県 7.1 12 三 重 県 6.7 △ 0.7 

12 長 崎 県 9.0 12 徳 島 県 8.0 12 徳 島 県 7.3 12 茨 城 県 6.9 12 滋 賀 県 6.7 △ 0.5 

11 徳 島 県 8.8 11 長 崎 県 7.9 10 群 馬 県 7.0 11 群 馬 県 6.8 11 群 馬 県 6.6 △ 0.2 

10 長 野 県 8.5 10 群 馬 県 7.4 10 長 崎 県 7.0 10 長 崎 県 6.5 10 大 分 県 6.2 0.0 

9 大 分 県 8.2 9 大 分 県 7.3 9 大 阪 府 6.8 9 千 葉 県 6.3 8 千 葉 県 6.1 △ 0.2 

8 群 馬 県 8.1 7 千 葉 県 7.2 7 千 葉 県 6.6 8 大 分 県 6.2 8 長 崎 県 6.1 △ 0.4 

7 千 葉 県 8.0 7 長 野 県 7.2 7 大 分 県 6.6 7 大 阪 府 6.1 7 長 野 県 6.0 0.0 

6 栃 木 県 7.5 6 大 阪 府 7.1 6 長 野 県 6.4 6 長 野 県 6.0 6 栃 木 県 5.9 0.1 

5 大 阪 府 7.2 5 栃 木 県 6.8 5 愛 知 県 6.2 4 栃 木 県 5.8 5 岐 阜 県 5.8 0.0 

4 岐 阜 県 7.1 4 愛 知 県 6.7 4 栃 木 県 6.1 4 岐 阜 県 5.8 3 愛 知 県 5.0 △ 0.6 

3 愛 知 県 6.9 3 岐 阜 県 6.5 3 岐 阜 県 6.0 3 愛 知 県 5.6 3 大 阪 府 5.0 △ 1.1 

2 埼 玉 県 6.1 2 埼 玉 県 5.4 2 埼 玉 県 4.9 2 埼 玉 県 4.6 2 埼 玉 県 4.7 0.1 

1 東 京 都 △ 0.4 1 東 京 都 △ 0.9 1 東 京 都 △ 1.4 1 東 京 都 △ 1.7 1 東 京 都 △ 2.0 △ 0.3 

全 国 平 均 8.6 全 国 平 均 8.0 全 国 平 均 7.4 全 国 平 均 6.9 全 国 平 均 6.4 △ 0.5 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

- 28 -

３-１．毎年のローン返済が重すぎないか（実質公債費比率）

夫婦と同居する親（市町村の全ての会計）だけでなく、別居の子ども（一部事務組合等）に

も借入れがある場合は、夫婦と同居する親のローン返済額（公債費）と別居の子どもへの仕

送りの一部（一部事務組合等への負担金）が返済額全体となります。返済額の負担度合い

を表す「実質公債費比率」が大きいほど、ローン返済に困っていることになります。

県内市町村の実質公債費比率の状況

平成２９年度決算では重症（２５．０％以上）の市町村はなし

・全国 ㉙１団体 （㉘１団体）

(参考) 地方公共団体財政健全化法に基づく「実質公債費比率」

平成２９年度決算では、早期健全化基準（２５．０％）以上の団体はありません（Ｐ３０）。

●全国平均（６．４％）以上「要治療」・・・２７団体（前年度から７団体増）

健康
状態

健康
（自己管理）

要治療 重症
（入院治療）

重篤
（緊急集中治療）

実質公債費比率を健康状態であらわすと

率
（％）

健全度 　健全 破たん

財政の
早急な見直し

25.0

「健全」の

ﾎﾞｰﾀﾞｰﾗｲﾝ

6.9（全国平均）
健全

財政破たん

35.006.4
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各都道府県の実質公債費比率（市町村平均）の対前年度比較

平成２９年度各都道府県の実質公債費比率（市町村平均）を前年度と比較しグラフ化すると、

以下のとおりとなります。

県内市町村平均は０．２ポイント低下しましたが、全国平均も０．５ポイント低下し、依然として

全国平均を上回っています。

4.7

5.0

5.0

5.8

5.9

6.0

6.1

6.1

6.2

6.6

6.7

6.7

6.7
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7.0

7.2

7.2

7.3

7.4

7.6

7.7

7.8

7.9

8.0

8.0

8.1

8.1

8.5

8.6

8.8

9.0

9.1

9.4

9.7

10.0

10.1

10.4

10.7

10.7

10.7

11.4

11.5

11.6

11.8

13.7

(-2.0 -1.7)

4.6

6.1

5.6

5.8

5.8

6.0

6.5

6.3

6.2

6.8

7.2

7.4

7.2

6.9

7.1

7.3

7.4

7.1

7.7

7.9

8.0

8.1

8.8

8.1

8.3

8.6

8.4

9.5

8.6

8.9

9.1

9.5

9.4

9.7

10.3

10.2

10.2

10.3

10.9

12.0

11.1

11.4

11.8

12.0

12.3

14.0

-2 0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

①東京都

②埼玉県

③大阪府

③愛知県

⑤岐阜県

⑥栃木県

⑦長野県

⑧長崎県

⑧千葉県

⑩大分県

⑪群馬県

⑫滋賀県

⑫三重県

⑫静岡県

⑮茨城県

⑮福島県

⑰鹿児島県

⑱香川県

⑱徳島県

⑳北海道

㉑兵庫県

㉒山口県

㉓宮崎県

㉔宮城県

㉕愛媛県

㉖沖縄県

㉖岡山県

㉘佐賀県

㉘神奈川県

㉚山梨県

㉛熊本県

㉜山形県

㉝福岡県

㉞福井県

㉟秋田県

㊱広島県

㊲奈良県

㊳和歌山県

㊴石川県

㊵高知県

㊵京都府

㊵新潟県

㊸岩手県

㊹鳥取県

㊺青森県

㊻富山県

㊼島根県

H29
※下線の数値がH29の実質公債費比率

H28

低下 上昇

良好 実質公債費比率 要改善

※○内の数字は、全国順位

全国平均６．４

（％）
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県内市町村の実質公債費比率の状況（対前年度比較）及び全国順位

平成２９年度実質公債費比率が前年度より低下した団体は１９団体です。
前年度より上昇した団体は２０団体です。

（単位：％、位）

比率(Ａ) 全国順位 比率(Ｂ) 全国順位

39 河 合 町 20.6 1,739 19.0 1,732 1.6 

38 香 芝 市 18.4 1,731 19.0 1,732 △ 0.6 

37 宇 陀 市 14.7 1,677 15.5 1,694 △ 0.8 

36 上 牧 町 14.4 1,671 14.7 1,670 △ 0.3 

35 五 條 市 14.3 1,664 13.9 1,631 0.4 

34 平 群 町 14.2 1,659 13.2 1,589 1.0 

33 下 市 町 13.8 1,644 14.6 1,667 △ 0.8 

32 御 所 市 13.3 1,610 14.0 1,638 △ 0.7 

30 奈 良 市 12.7 1,575 13.1 1,581 △ 0.4 

30 大 和郡 山市 12.7 1,575 12.6 1,548 0.1 

28 天 理 市 10.3 1,328 10.0 1,273 0.3 

28 天 川 村 10.3 1,328 10.0 1,273 0.3 
27 大 和高 田市 9.7 1,253 10.6 1,348 △ 0.9 
26 野 迫 川 村 9.3 1,184 9.4 1,167 △ 0.1 
25 高 取 町 8.8 1,098 9.7 1,215 △ 0.9 
24 広 陵 町 8.7 1,078 9.5 1,191 △ 0.8 
23 東 吉 野 村 7.9 936 8.6 1,032 △ 0.7 

22 桜 井 市 7.8 917 9.2 1,134 △ 1.4 

21 大 淀 町 7.7 898 6.6 687 1.1 

19 橿 原 市 7.6 879 8.4 994 △ 0.8 
19 吉 野 町 7.6 879 6.8 720 0.8 
18 田 原 本 町 7.2 806 6.3 627 0.9 
17 川 西 町 7.0 769 4.2 336 2.8 
15 斑 鳩 町 6.8 725 6.5 665 0.3 
15 十 津 川 村 6.8 725 6.1 602 0.7 
14 三 宅 町 6.5 684 3.7 277 2.8 

13 葛 城 市 6.4 672 5.8 556 0.6 

12 明 日 香 村 6.0 601 5.8 556 0.2 

11 下 北 山 村 5.5 535 5.4 501 0.1 

10 御 杖 村 5.4 526 6.6 687 △ 1.2 
9 安 堵 町 5.1 479 3.8 292 1.3 
8 上 北 山 村 4.8 438 7.5 837 △ 2.7 
7 黒 滝 村 4.3 370 5.2 474 △ 0.9 
6 王 寺 町 4.0 336 3.9 302 0.1 
5 川 上 村 3.1 253 1.6 156 1.5 

4 山 添 村 2.0 178 3.0 228 △ 1.0 

3 生 駒 市 1.3 142 0.2 84 1.1 
2 曽 爾 村 0.4 96 2.6 203 △ 2.2 
1 三 郷 町 △ 0.7 56 △ 0.4 59 △ 0.3 

6.4 1,741 6.9 1,741 △ 0.5 
※比率は、３ヶ年の単年度比率を単純平均したものです。

対前年度
比率の増減
（Ａ-Ｂ）

重症

25％
以上

要
治
療

全国平均
以上

健康

全国平均
未満

全国平均・市区町村数

県内
順位

市町村名
平成29年度 平成28年度

要改善

良好
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各都道府県の実質公債費比率（市町村平均）の対前年度比較

平成２９年度各都道府県の実質公債費比率（市町村平均）を前年度と比較しグラフ化すると、

以下のとおりとなります。

県内市町村平均は０．２ポイント低下しましたが、全国平均も０．５ポイント低下し、依然として

全国平均を上回っています。
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㉕愛媛県

㉖沖縄県

㉖岡山県

㉘佐賀県

㉘神奈川県

㉚山梨県

㉛熊本県

㉜山形県

㉝福岡県

㉞福井県

㉟秋田県

㊱広島県

㊲奈良県

㊳和歌山県

㊴石川県

㊵高知県

㊵京都府

㊵新潟県

㊸岩手県

㊹鳥取県

㊺青森県

㊻富山県

㊼島根県

H29
※下線の数値がH29の実質公債費比率

H28

低下 上昇

良好 実質公債費比率 要改善

※○内の数字は、全国順位

全国平均６．４

（％）
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県内市町村の実質公債費比率の推移

平成２９年度においても２５％以上（「重症」）の団体はありません。
また、全国平均未満（「健康」）の団体数は昨年度から７団体減少し、１２団体です。

（単位：％）

香 芝 市 20.4 香 芝 市 19.7 香 芝 市 19.2 香 芝 市 19.0 河 合 町 20.6 

宇 陀 市 18.0 宇 陀 市 17.8 河 合 町 17.0 河 合 町 19.0 香 芝 市 18.4 

下 市 町 16.6 下 市 町 16.9 宇 陀 市 16.7 宇 陀 市 15.5 宇 陀 市 14.7 

五 條 市 16.5 御 所 市 15.6 下 市 町 15.9 上 牧 町 14.7 上 牧 町 14.4 

御 所 市 15.7 河 合 町 15.5 御 所 市 14.9 下 市 町 14.6 五 條 市 14.3 

河 合 町 15.5 五 條 市 15.4 五 條 市 14.1 御 所 市 14.0 平 群 町 14.2 

平 群 町 14.9 平 群 町 13.7 奈 良 市 13.4 五 條 市 13.9 下 市 町 13.8 

曽 爾 村 14.5 奈 良 市 13.3 上 牧 町 13.4 平 群 町 13.2 御 所 市 13.3 

山 添 村 14.4 上 牧 町 13.2 平 群 町 12.6 奈 良 市 13.1 奈 良 市 12.7 

高 取 町 13.8 高 取 町 12.6 大 和 郡 山 市 11.6 大 和 郡 山 市 12.6 大 和 郡 山 市 12.7 

明 日 香 村 13.7 広 陵 町 12.3 大 和 高 田 市 11.2 大 和 高 田 市 10.6 天 理 市 10.3 

上 牧 町 13.5 曽 爾 村 11.7 広 陵 町 11.1 天 理 市 10.0 天 川 村 10.3 

奈 良 市 13.4 大 和 高 田 市 11.5 高 取 町 10.6 天 川 村 10.0 大 和 高 田 市 9.7 

広 陵 町 13.3 東 吉 野 村 11.1 天 理 市 10.4 高 取 町 9.7 野 迫 川 村 9.3 

大 和 高 田 市 12.2 大 和 郡 山 市 10.9 野 迫 川 村 10.0 広 陵 町 9.5 高 取 町 8.8 

東 吉 野 村 12.1 明 日 香 村 10.9 東 吉 野 村 9.9 野 迫 川 村 9.4 広 陵 町 8.7 

下 北 山 村 11.9 天 理 市 10.7 桜 井 市 9.6 桜 井 市 9.2 東 吉 野 村 7.9 

野 迫 川 村 11.5 山 添 村 10.3 天 川 村 9.6 東 吉 野 村 8.6 桜 井 市 7.8 

天 理 市 11.1 野 迫 川 村 10.0 橿 原 市 8.9 橿 原 市 8.4 大 淀 町 7.7 

王 寺 町 10.9 桜 井 市 9.6 上 北 山 村 8.6 上 北 山 村 7.5 橿 原 市 7.6 

大 和 郡 山 市 10.4 橿 原 市 9.2 曽 爾 村 8.1 吉 野 町 6.8 吉 野 町 7.6 

御 杖 村 9.8 天 川 村 9.0 御 杖 村 7.9 御 杖 村 6.6 田 原 本 町 7.2 

桜 井 市 9.7 御 杖 村 8.9 吉 野 町 7.9 大 淀 町 6.6 川 西 町 7.0 

吉 野 町 9.7 吉 野 町 8.7 明 日 香 村 7.5 斑 鳩 町 6.5 斑 鳩 町 6.8 

橿 原 市 9.3 上 北 山 村 8.6 斑 鳩 町 6.9 田 原 本 町 6.3 十 津 川 村 6.8 

天 川 村 9.3 下 北 山 村 8.4 下 北 山 村 6.2 十 津 川 村 6.1 三 宅 町 6.5 

上 北 山 村 8.6 王 寺 町 8.1 黒 滝 村 6.1 葛 城 市 5.8 葛 城 市 6.4 

黒 滝 村 8.2 黒 滝 村 7.2 田 原 本 町 6.0 明 日 香 村 5.8 明 日 香 村 6.0 

葛 城 市 7.5 斑 鳩 町 6.9 葛 城 市 5.9 下 北 山 村 5.4 下 北 山 村 5.5 

田 原 本 町 7.3 葛 城 市 6.5 大 淀 町 5.8 黒 滝 村 5.2 御 杖 村 5.4 

川 西 町 7.1 田 原 本 町 6.5 山 添 村 5.6 川 西 町 4.2 安 堵 町 5.1 

斑 鳩 町 7.0 大 淀 町 5.6 王 寺 町 5.5 王 寺 町 3.9 上 北 山 村 4.8 

大 淀 町 6.9 十 津 川 村 5.0 十 津 川 村 5.1 安 堵 町 3.8 黒 滝 村 4.3 

安 堵 町 5.5 川 西 町 3.8 安 堵 町 2.7 三 宅 町 3.7 王 寺 町 4.0 

十 津 川 村 5.1 安 堵 町 3.3 川 西 町 2.7 山 添 村 3.0 川 上 村 3.1 

川 上 村 5.1 川 上 村 3.3 三 宅 町 2.3 曽 爾 村 2.6 山 添 村 2.0 

三 宅 町 4.0 三 宅 町 2.9 川 上 村 2.0 川 上 村 1.6 生 駒 市 1.3 

生 駒 市 3.7 生 駒 市 1.8 生 駒 市 0.7 生 駒 市 0.2 曽 爾 村 0.4 

三 郷 町 3.4 三 郷 町 1.8 三 郷 町 0.0 三 郷 町 △ 0.4 三 郷 町 △ 0.7 

県 平 均 11.5 県 平 均 10.9 県 平 均 10.5 県 平 均 10.2 県 平 均 10.0 

全 国 平 均 8.6 全 国 平 均 8.0 全 国 平 均 7.4 全 国 平 均 6.9 全 国 平 均 6.4 

重症

25％
以上

要
治
療

全国平均
以上

健康

全国平均
未満

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

要改善

良好
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県内市町村の実質公債費比率の対前年度比較

平成２９年度県内市町村の実質公債費比率を前年度と比較しグラフ化すると、以下のとおりと

なります。

上北山村、曽爾村などの低下ポイントが特に大きくなっています。

良好 実質公債費比率 要改善

2.0 

3.1 

4.0 

4.3 

4.8 

5.1 

5.4 

5.5 

6.0 

6.4 

6.5 

6.8 

6.8 

7.0 

7.2 

7.6 

7.6 

7.7 

7.8 

7.9 

8.7 

8.8 

9.3 

9.7 

10.3 

10.3 

12.7 

12.7 

13.3 

13.8 

14.2 

14.3 

14.4 

14.7 

18.4 

20.6 

3.0

1.6

3.9

5.2

7.5

3.8

6.6

5.4

5.8

5.8

3.7

6.1

6.5

4.2

6.3

6.8

8.4

6.6

9.2

8.6

9.5

9.7

9.4

10.6

10.0

10.0

12.6

13.1

14.0

14.6

13.2

13.9

14.7

15.5

19.0

19.0

0 3 6 9 12 15 18 21 24

①三郷町

②曽爾村

③生駒市

④山添村

⑤川上村

⑥王寺町

⑦黒滝村

⑧上北山村

⑨安堵町

⑩御杖村

⑪下北山村

⑫明日香村

⑬葛城市

⑭三宅町

⑮十津川村

⑮斑鳩町

⑰川西町

⑱田原本町

⑲吉野町

⑲橿原市

㉑大淀町

㉒桜井市

㉓東吉野村

㉔広陵町

㉕高取町

㉖野迫川村

㉗大和高田市

㉘天川村

㉘天理市

㉚大和郡山市

㉚奈良市

㉜御所市

㉝下市町

㉞平群町

㉟五條市

㊱上牧町

㊲宇陀市

㊳香芝市

㊴河合町

H29
※下線の数値がＨ２９の実質公債費比率

H28

低下 上昇

※○内の数字は、県内順位

全国平均 ６．４

県内市町村平均
１０．０

（％）(-0.7 -0.4)

(0.4 2.6)

(0.2 1.3)
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県内市町村の実質公債費比率の推移

平成２９年度においても２５％以上（「重症」）の団体はありません。
また、全国平均未満（「健康」）の団体数は昨年度から７団体減少し、１２団体です。

（単位：％）

香 芝 市 20.4 香 芝 市 19.7 香 芝 市 19.2 香 芝 市 19.0 河 合 町 20.6 

宇 陀 市 18.0 宇 陀 市 17.8 河 合 町 17.0 河 合 町 19.0 香 芝 市 18.4 

下 市 町 16.6 下 市 町 16.9 宇 陀 市 16.7 宇 陀 市 15.5 宇 陀 市 14.7 

五 條 市 16.5 御 所 市 15.6 下 市 町 15.9 上 牧 町 14.7 上 牧 町 14.4 

御 所 市 15.7 河 合 町 15.5 御 所 市 14.9 下 市 町 14.6 五 條 市 14.3 

河 合 町 15.5 五 條 市 15.4 五 條 市 14.1 御 所 市 14.0 平 群 町 14.2 

平 群 町 14.9 平 群 町 13.7 奈 良 市 13.4 五 條 市 13.9 下 市 町 13.8 

曽 爾 村 14.5 奈 良 市 13.3 上 牧 町 13.4 平 群 町 13.2 御 所 市 13.3 

山 添 村 14.4 上 牧 町 13.2 平 群 町 12.6 奈 良 市 13.1 奈 良 市 12.7 

高 取 町 13.8 高 取 町 12.6 大 和 郡 山 市 11.6 大 和 郡 山 市 12.6 大 和 郡 山 市 12.7 

明 日 香 村 13.7 広 陵 町 12.3 大 和 高 田 市 11.2 大 和 高 田 市 10.6 天 理 市 10.3 

上 牧 町 13.5 曽 爾 村 11.7 広 陵 町 11.1 天 理 市 10.0 天 川 村 10.3 

奈 良 市 13.4 大 和 高 田 市 11.5 高 取 町 10.6 天 川 村 10.0 大 和 高 田 市 9.7 

広 陵 町 13.3 東 吉 野 村 11.1 天 理 市 10.4 高 取 町 9.7 野 迫 川 村 9.3 

大 和 高 田 市 12.2 大 和 郡 山 市 10.9 野 迫 川 村 10.0 広 陵 町 9.5 高 取 町 8.8 

東 吉 野 村 12.1 明 日 香 村 10.9 東 吉 野 村 9.9 野 迫 川 村 9.4 広 陵 町 8.7 

下 北 山 村 11.9 天 理 市 10.7 桜 井 市 9.6 桜 井 市 9.2 東 吉 野 村 7.9 

野 迫 川 村 11.5 山 添 村 10.3 天 川 村 9.6 東 吉 野 村 8.6 桜 井 市 7.8 

天 理 市 11.1 野 迫 川 村 10.0 橿 原 市 8.9 橿 原 市 8.4 大 淀 町 7.7 

王 寺 町 10.9 桜 井 市 9.6 上 北 山 村 8.6 上 北 山 村 7.5 橿 原 市 7.6 

大 和 郡 山 市 10.4 橿 原 市 9.2 曽 爾 村 8.1 吉 野 町 6.8 吉 野 町 7.6 

御 杖 村 9.8 天 川 村 9.0 御 杖 村 7.9 御 杖 村 6.6 田 原 本 町 7.2 

桜 井 市 9.7 御 杖 村 8.9 吉 野 町 7.9 大 淀 町 6.6 川 西 町 7.0 

吉 野 町 9.7 吉 野 町 8.7 明 日 香 村 7.5 斑 鳩 町 6.5 斑 鳩 町 6.8 

橿 原 市 9.3 上 北 山 村 8.6 斑 鳩 町 6.9 田 原 本 町 6.3 十 津 川 村 6.8 

天 川 村 9.3 下 北 山 村 8.4 下 北 山 村 6.2 十 津 川 村 6.1 三 宅 町 6.5 

上 北 山 村 8.6 王 寺 町 8.1 黒 滝 村 6.1 葛 城 市 5.8 葛 城 市 6.4 

黒 滝 村 8.2 黒 滝 村 7.2 田 原 本 町 6.0 明 日 香 村 5.8 明 日 香 村 6.0 

葛 城 市 7.5 斑 鳩 町 6.9 葛 城 市 5.9 下 北 山 村 5.4 下 北 山 村 5.5 

田 原 本 町 7.3 葛 城 市 6.5 大 淀 町 5.8 黒 滝 村 5.2 御 杖 村 5.4 

川 西 町 7.1 田 原 本 町 6.5 山 添 村 5.6 川 西 町 4.2 安 堵 町 5.1 

斑 鳩 町 7.0 大 淀 町 5.6 王 寺 町 5.5 王 寺 町 3.9 上 北 山 村 4.8 

大 淀 町 6.9 十 津 川 村 5.0 十 津 川 村 5.1 安 堵 町 3.8 黒 滝 村 4.3 

安 堵 町 5.5 川 西 町 3.8 安 堵 町 2.7 三 宅 町 3.7 王 寺 町 4.0 

十 津 川 村 5.1 安 堵 町 3.3 川 西 町 2.7 山 添 村 3.0 川 上 村 3.1 

川 上 村 5.1 川 上 村 3.3 三 宅 町 2.3 曽 爾 村 2.6 山 添 村 2.0 

三 宅 町 4.0 三 宅 町 2.9 川 上 村 2.0 川 上 村 1.6 生 駒 市 1.3 

生 駒 市 3.7 生 駒 市 1.8 生 駒 市 0.7 生 駒 市 0.2 曽 爾 村 0.4 

三 郷 町 3.4 三 郷 町 1.8 三 郷 町 0.0 三 郷 町 △ 0.4 三 郷 町 △ 0.7 

県 平 均 11.5 県 平 均 10.9 県 平 均 10.5 県 平 均 10.2 県 平 均 10.0 

全 国 平 均 8.6 全 国 平 均 8.0 全 国 平 均 7.4 全 国 平 均 6.9 全 国 平 均 6.4 

重症

25％
以上

要
治
療

全国平均
以上

健康

全国平均
未満

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

要改善

良好
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全国市区町村における県内市町村の実質公債費比率の状況

平成２９年度県内市町村の実質公債費比率の全国順位をグラフ化すると、以下のとおりとなり
ます。

全国１７４１団体と比較すると、河合町、香芝市などの順位が低く、三郷町、曽爾村などの

順位が高くなっています。
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0.0未満

0.0～0.9
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5.0～5.9

6.0～6.9

7.0～7.9

8.0～8.9

9.0～9.9

10.0～10.9

11.0～11.9

12.0～12.9

13.0～13.9

14.0～14.9

15.0～15.9

16.0～16.9

17.0～17.9

18.0～18.9

19.0～19.9

20.0以上

団体数
（全国）

奈良市 12.7 大和郡山市 12.7
(↑1,575位) (↓1,575位)

香芝市 18.4
(↑1,731位) 

「要治療」（全国平均以上）
（公債費による財政負担の度合いが高い）

「健康」（全国平均未満）
（公債費による財政負担の度合いが低い）

良
好

要
改
善

実
質
公
債
費
比
率

実質公債費比率が15.0～15.9である団体数（全国）

※括弧内は、全国1,741団体における順位。
↑は前年度順位より上昇、↓は前年度順位より低下したことを示す。

※「健康」とは、実質公債費比率が全国平均未満であることをいう。
「要治療」とは、実質公債費比率が全国平均以上であることをいう。

全国平均
６．４

天理市 10.3  天川村 10.3
(↓1,328位) (↓1,328位) 

高取町 8.8 広陵町 8.7  
（↑1,098位) (↑1,078位) 

斑鳩町 6.8 十津川村 6.8 三宅町 6.5 葛城市 6.4 明日香村 6.0
(↓725位) （↓725位） (↓684位) (↓672位)    （↓601）

生駒市 1.3
(↓142位) 

宇陀市 14.7 上牧町 14.4 五條市 14.3 平群町 14.2
(↑1,677位)   (↓1,671位) （↓1,664位） （↓1,659位）

山添村 2.0
(↑178位)   

県内市町村平均
１０．０

上北山村 4.8   黒滝村 4.3   王寺町 4.0
（↑438位)  （↑370位)  （↓336位) 

曽爾村 0.4
(↑96位) 

三郷町 -0.7
(↑56位) 

川上村 3.1
(↓253位) 

下北山村 5.5   御杖村 5.4   安堵町 5.1
（↓535位)  （↑526位)  （↓479位) 

東吉野村 7.9 桜井市 7.8 大淀町 7.7 橿原市 7.6 吉野町 7.6 田原本町 7.2 川西町 7.0
(↑936位) （↑917位） (↓898位) (↑879位)    （↓879） (↓806位)    （↓769）

大和高田市 9.7 野迫川村 9.3  
（↑1,253位) (↓1,184位) 

下市町 13.8 御所市 13.3
(↑1,644位) (↑1,610位)

河合町 20.6
(↓1,739位) 
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３-２.ローン残高や保証額は大きすぎないか（将来負担比率）

借入れや保証などのいわゆる負債総額としては、夫婦（普通会計）と親（公営事業会計）と

別居の子ども（一部事務組合等）のローン残高（地方債残高）に加え、親類（市町村が出資

する法人等）への債務保証額を合算することが必要です。

負債の規模を表す「将来負担比率」が大きいほど、夫婦の家計（普通会計）にとって苦しい

状況が長く続くことがわかります。

県内市町村の将来負担比率の状況

平成２９年度県内市町村平均 ７７．８％（全国平均 ３３．７％）

・対前年度比 ０．５ﾎﾟｲﾝﾄ低下

(参考) 地方公共団体財政健全化法に基づく「将来負担比率」

平成２９年度決算では、重症（早期健全化基準以上）になった団体はありません（Ｐ３７）。

●全国平均以上（要治療）の県内市町村・・・２２団体

夫婦の家計

（普通会計）

親の家計

（公営事業会計）

同 居

子どもの家計

（一部事務組合）

別 居

ローン残高
（普通会計）
・借入金残高

ローン残高
（公営事業会計）
・借入金残高

ローン残高

（一部事務組合）
・借入金残高

仕
送
り

将来負担比率

＝

夫婦の給与

ローン残高と債務保証額の合計

親類の家計
（公社など出資法人）

債
務
保
証

債務保証額
（公社など出資法人）
・債務保証額

健康
状態

健全

将来負担比率を健康状態であらわすと

健康
（自己管理）

　早期健全化基準　　

率
（％）

健全度 悪化

要治療 重症
（入院治療）

「健全」の

ﾎﾞｰﾀﾞｰﾗｲﾝ

34.5（全国平均）
健全

財政の

早急な見直し

350.033.7
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全国市区町村における県内市町村の実質公債費比率の状況

平成２９年度県内市町村の実質公債費比率の全国順位をグラフ化すると、以下のとおりとなり
ます。

全国１７４１団体と比較すると、河合町、香芝市などの順位が低く、三郷町、曽爾村などの

順位が高くなっています。

76

48

53

64

94

128

137

168

187

179

155

138

103

66

55

34

25

12

6

7

1

5

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

0.0未満

0.0～0.9

1.0～1.9

2.0～2.9

3.0～3.9

4.0～4.9

5.0～5.9

6.0～6.9

7.0～7.9

8.0～8.9

9.0～9.9

10.0～10.9

11.0～11.9

12.0～12.9

13.0～13.9

14.0～14.9

15.0～15.9

16.0～16.9

17.0～17.9

18.0～18.9

19.0～19.9

20.0以上

団体数
（全国）

奈良市 12.7 大和郡山市 12.7
(↑1,575位) (↓1,575位)

香芝市 18.4
(↑1,731位) 

「要治療」（全国平均以上）
（公債費による財政負担の度合いが高い）

「健康」（全国平均未満）
（公債費による財政負担の度合いが低い）

良
好

要
改
善

実
質
公
債
費
比
率

実質公債費比率が15.0～15.9である団体数（全国）

※括弧内は、全国1,741団体における順位。
↑は前年度順位より上昇、↓は前年度順位より低下したことを示す。

※「健康」とは、実質公債費比率が全国平均未満であることをいう。
「要治療」とは、実質公債費比率が全国平均以上であることをいう。

全国平均
６．４

天理市 10.3  天川村 10.3
(↓1,328位) (↓1,328位) 

高取町 8.8 広陵町 8.7  
（↑1,098位) (↑1,078位) 

斑鳩町 6.8 十津川村 6.8 三宅町 6.5 葛城市 6.4 明日香村 6.0
(↓725位) （↓725位） (↓684位) (↓672位)    （↓601）

生駒市 1.3
(↓142位) 

宇陀市 14.7 上牧町 14.4 五條市 14.3 平群町 14.2
(↑1,677位)   (↓1,671位) （↓1,664位） （↓1,659位）

山添村 2.0
(↑178位)   

県内市町村平均
１０．０

上北山村 4.8   黒滝村 4.3   王寺町 4.0
（↑438位)  （↑370位)  （↓336位) 

曽爾村 0.4
(↑96位) 

三郷町 -0.7
(↑56位) 

川上村 3.1
(↓253位) 

下北山村 5.5   御杖村 5.4   安堵町 5.1
（↓535位)  （↑526位)  （↓479位) 

東吉野村 7.9 桜井市 7.8 大淀町 7.7 橿原市 7.6 吉野町 7.6 田原本町 7.2 川西町 7.0
(↑936位) （↑917位） (↓898位) (↑879位)    （↓879） (↓806位)    （↓769）

大和高田市 9.7 野迫川村 9.3  
（↑1,253位) (↓1,184位) 

下市町 13.8 御所市 13.3
(↑1,644位) (↑1,610位)

河合町 20.6
(↓1,739位) 
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各都道府県の将来負担比率（市町村平均）の推移

平成２９年度県内市町村平均は７７．８％となり、前年度より０．５ポイント低下しました。

全国順位は前年度より低下し、４０位でした。
（単位：％、位）

順位 都道府県名
将来
負担
比率

順位 都道府県名
将来
負担
比率

順位 都道府県名
将来
負担
比率

順位 都道府県名
将来
負担
比率

順位 都道府県名
将来
負担
比率

対前年度
比率の増減

47 京 都 府 154.9 47 京 都 府 155.1 47 京 都 府 150.5 47 京 都 府 148.6 47 京 都 府 139.5 △ 9.1 

46 島 根 県 140.2 46 島 根 県 131.9 46 島 根 県 122.0 46 島 根 県 118.2 46 島 根 県 115.1 △ 3.1 

45 広 島 県 123.2 45 広 島 県 118.6 45 広 島 県 109.5 45 富 山 県 105.2 45 新 潟 県 108.9 6.6 

44 神 奈 川 県 118.3 44 富 山 県 113.0 44 神 奈 川 県 108.0 44 広 島 県 104.5 44 富 山 県 102.1 △ 3.1 

43 富 山 県 116.3 43 神 奈 川 県 111.6 43 富 山 県 106.5 43 新 潟 県 102.3 43 神 奈 川 県 99.3 △ 2.2 

42 新 潟 県 107.4 42 新 潟 県 107.5 42 新 潟 県 101.9 42 神 奈 川 県 101.5 42 広 島 県 98.8 △ 5.7 

41 青 森 県 101.0 41 奈 良 県 93.7 41 福 岡 県 84.7 41 福 岡 県 81.1 41 福 岡 県 78.8 △ 2.3 

40 奈 良 県 99.1 40 青 森 県 92.2 40 青 森 県 84.4 40 石 川 県 80.7 40 奈 良 県 77.8 △ 0.5 

39 石 川 県 95.5 39 石 川 県 91.1 39 奈 良 県 84.1 39 青 森 県 78.6 39 石 川 県 74.7 △ 6.0 

38 鳥 取 県 93.0 38 鳥 取 県 86.5 38 石 川 県 82.1 38 奈 良 県 78.3 38 青 森 県 73.5 △ 5.1 

37 福 岡 県 86.7 37 秋 田 県 84.6 37 秋 田 県 77.4 37 秋 田 県 69.8 37 秋 田 県 68.2 △ 1.6 

36 和 歌 山 県 84.5 36 福 岡 県 84.4 36 鳥 取 県 74.0 36 鳥 取 県 68.6 36 福 井 県 68.1 7.8 

35 秋 田 県 84.1 35 和 歌 山 県 80.6 35 和 歌 山 県 73.4 35 山 形 県 64.1 35 鳥 取 県 66.9 △ 1.7 

34 兵 庫 県 78.8 34 山 形 県 72.4 34 山 形 県 66.6 34 和 歌 山 県 63.2 34 山 形 県 63.7 △ 0.4 

33 岩 手 県 74.1 33 兵 庫 県 70.7 33 岩 手 県 66.1 32 岩 手 県 60.3 33 和 歌 山 県 62.1 △ 1.1 

32 山 形 県 73.2 32 岩 手 県 67.0 32 兵 庫 県 62.1 32 福 井 県 60.3 32 熊 本 県 58.8 2.7 

31 大 阪 府 69.7 31 熊 本 県 63.4 31 福 井 県 57.7 31 兵 庫 県 57.2 31 岩 手 県 58.5 △ 1.8 

30 宮 城 県 67.9 30 宮 城 県 62.6 30 熊 本 県 57.4 30 熊 本 県 56.1 30 兵 庫 県 54.9 △ 2.3 

29 熊 本 県 66.6 29 大 阪 府 62.3 29 宮 城 県 57.0 29 北 海 道 51.6 29 北 海 道 52.8 1.2 

28 北 海 道 65.9 27 北 海 道 62.2 28 北 海 道 53.7 28 宮 城 県 49.8 28 高 知 県 48.4 △ 0.1 

27 高 知 県 64.4 27 高 知 県 62.2 27 高 知 県 50.3 27 高 知 県 48.5 27 宮 城 県 46.8 △ 3.0 

26 岡 山 県 62.5 26 福 井 県 60.6 26 千 葉 県 49.3 26 千 葉 県 45.0 26 山 口 県 45.2 0.5 

25 千 葉 県 60.5 25 山 口 県 55.8 25 山 口 県 49.2 25 山 口 県 44.7 25 千 葉 県 44.2 △ 0.8 

24 山 口 県 59.8 24 千 葉 県 55.6 24 大 阪 府 48.5 24 愛 媛 県 40.1 24 茨 城 県 37.0 0.6 

23 福 井 県 59.5 23 岡 山 県 53.8 23 岡 山 県 43.2 23 大 阪 府 38.3 23 愛 媛 県 36.3 △ 3.8 

22 愛 知 県 52.9 22 山 梨 県 46.4 22 愛 媛 県 40.6 21 茨 城 県 36.4 22 山 梨 県 36.2 △ 0.2 

21 沖 縄 県 51.4 21 愛 知 県 46.0 21 愛 知 県 39.6 21 山 梨 県 36.4 21 愛 知 県 34.1 △ 0.6 

20 愛 媛 県 50.9 20 愛 媛 県 44.9 19 山 梨 県 39.1 20 愛 知 県 34.7 20 岡 山 県 31.6 △ 1.9 

19 山 梨 県 46.1 19 沖 縄 県 41.0 19 香 川 県 39.1 19 岡 山 県 33.5 19 香 川 県 31.6 △ 0.2 

18 茨 城 県 42.9 18 茨 城 県 37.5 18 茨 城 県 36.6 18 香 川 県 31.8 18 大 阪 府 27.5 △ 10.8 

17 静 岡 県 42.0 17 香 川 県 37.3 17 沖 縄 県 32.1 17 沖 縄 県 26.7 17 沖 縄 県 27.1 0.4 

16 香 川 県 41.3 16 宮 崎 県 36.4 16 宮 崎 県 27.0 16 群 馬 県 24.7 16 群 馬 県 23.2 △ 1.5 

15 宮 崎 県 41.1 15 静 岡 県 33.4 15 群 馬 県 26.0 15 三 重 県 21.2 15 三 重 県 20.2 △ 1.0 

14 群 馬 県 35.7 14 群 馬 県 32.5 14 静 岡 県 25.3 14 埼 玉 県 20.1 14 静 岡 県 20.0 3.3 

13 三 重 県 34.3 13 埼 玉 県 31.5 13 埼 玉 県 24.3 13 宮 崎 県 19.5 13 埼 玉 県 19.9 △ 0.2 

12 埼 玉 県 34.2 12 三 重 県 30.4 12 三 重 県 23.9 12 静 岡 県 16.7 12 宮 崎 県 16.1 △ 3.4 

11 長 崎 県 34.1 11 長 崎 県 28.2 11 鹿 児 島 県 18.9 11 滋 賀 県 15.0 11 滋 賀 県 14.1 △ 0.9 

10 鹿 児 島 県 33.0 10 鹿 児 島 県 26.1 10 長 崎 県 18.4 10 鹿 児 島 県 14.7 10 鹿 児 島 県 9.6 △ 5.1 

9 佐 賀 県 28.5 9 佐 賀 県 23.4 9 佐 賀 県 16.0 9 長 崎 県 12.5 9 長 崎 県 8.4 △ 4.1 

8 大 分 県 23.9 8 滋 賀 県 18.0 8 滋 賀 県 14.6 7 栃 木 県 10.0 8 佐 賀 県 6.8 △ 3.2 

7 滋 賀 県 23.2 7 大 分 県 16.3 7 栃 木 県 11.6 7 佐 賀 県 10.0 7 栃 木 県 6.2 △ 3.8 

6 福 島 県 23.0 6 栃 木 県 14.9 6 長 野 県 8.7 6 徳 島 県 3.7 6 大 分 県 4.6 1.9 

5 栃 木 県 21.1 5 福 島 県 14.1 5 大 分 県 6.5 5 長 野 県 3.5 5 長 野 県 2.3 △ 1.2 

4 長 野 県 14.1 4 長 野 県 11.2 4 徳 島 県 3.1 4 大 分 県 2.7 4 徳 島 県 2.0 △ 1.7 

3 徳 島 県 13.2 3 徳 島 県 8.5 3 福 島 県 2.6 1 福 島 県 －※ 1 福 島 県 －※ －

1 東 京 都 －※ 1 東 京 都 －※ 1 東 京 都 －※ 1 東 京 都 －※ 1 東 京 都 －※ －

1 岐 阜 県 －※ 1 岐 阜 県 －※ 1 岐 阜 県 －※ 1 岐 阜 県 －※ 1 岐 阜 県 －※ －

全 国 平 均 51.0 全 国 平 均 45.8 全 国 平 均 38.9 全 国 平 均 34.5 全 国 平 均 33.7 △ 0.8 

※　表中の「－」は、0.0未満を示す。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度平成25年度
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各都道府県の将来負担比率（市町村平均）の対前年度比較

平成２９年度各都道府県の将来負担比率（市町村平均）を前年度と比較しグラフ化すると、以

下のとおりとなります。

県内市町村平均が０．５ポイント低下し、全国平均が０．８ポイント低下した結果、全国平均との

差は縮小してきているものの、依然として全国平均を上回っています。
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H29
※下線の数値がH29の将来負担比率

H28

低下 上昇

※○内の数字は、全国順位

（0.0未満 ← 0.0未満）

（0.0未満 ← 0.0未満）

全国平均３３．７

（％）

（0.0未満 ← 0.0未満）

（2.0 3.7）

（2.3 3.5）

（2.7 4.6）
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各都道府県の将来負担比率（市町村平均）の推移

平成２９年度県内市町村平均は７７．８％となり、前年度より０．５ポイント低下しました。

全国順位は前年度より低下し、４０位でした。
（単位：％、位）

順位 都道府県名
将来
負担
比率

順位 都道府県名
将来
負担
比率

順位 都道府県名
将来
負担
比率

順位 都道府県名
将来
負担
比率

順位 都道府県名
将来
負担
比率

対前年度
比率の増減

47 京 都 府 154.9 47 京 都 府 155.1 47 京 都 府 150.5 47 京 都 府 148.6 47 京 都 府 139.5 △ 9.1 

46 島 根 県 140.2 46 島 根 県 131.9 46 島 根 県 122.0 46 島 根 県 118.2 46 島 根 県 115.1 △ 3.1 

45 広 島 県 123.2 45 広 島 県 118.6 45 広 島 県 109.5 45 富 山 県 105.2 45 新 潟 県 108.9 6.6 

44 神 奈 川 県 118.3 44 富 山 県 113.0 44 神 奈 川 県 108.0 44 広 島 県 104.5 44 富 山 県 102.1 △ 3.1 

43 富 山 県 116.3 43 神 奈 川 県 111.6 43 富 山 県 106.5 43 新 潟 県 102.3 43 神 奈 川 県 99.3 △ 2.2 

42 新 潟 県 107.4 42 新 潟 県 107.5 42 新 潟 県 101.9 42 神 奈 川 県 101.5 42 広 島 県 98.8 △ 5.7 

41 青 森 県 101.0 41 奈 良 県 93.7 41 福 岡 県 84.7 41 福 岡 県 81.1 41 福 岡 県 78.8 △ 2.3 

40 奈 良 県 99.1 40 青 森 県 92.2 40 青 森 県 84.4 40 石 川 県 80.7 40 奈 良 県 77.8 △ 0.5 

39 石 川 県 95.5 39 石 川 県 91.1 39 奈 良 県 84.1 39 青 森 県 78.6 39 石 川 県 74.7 △ 6.0 

38 鳥 取 県 93.0 38 鳥 取 県 86.5 38 石 川 県 82.1 38 奈 良 県 78.3 38 青 森 県 73.5 △ 5.1 

37 福 岡 県 86.7 37 秋 田 県 84.6 37 秋 田 県 77.4 37 秋 田 県 69.8 37 秋 田 県 68.2 △ 1.6 

36 和 歌 山 県 84.5 36 福 岡 県 84.4 36 鳥 取 県 74.0 36 鳥 取 県 68.6 36 福 井 県 68.1 7.8 

35 秋 田 県 84.1 35 和 歌 山 県 80.6 35 和 歌 山 県 73.4 35 山 形 県 64.1 35 鳥 取 県 66.9 △ 1.7 

34 兵 庫 県 78.8 34 山 形 県 72.4 34 山 形 県 66.6 34 和 歌 山 県 63.2 34 山 形 県 63.7 △ 0.4 

33 岩 手 県 74.1 33 兵 庫 県 70.7 33 岩 手 県 66.1 32 岩 手 県 60.3 33 和 歌 山 県 62.1 △ 1.1 

32 山 形 県 73.2 32 岩 手 県 67.0 32 兵 庫 県 62.1 32 福 井 県 60.3 32 熊 本 県 58.8 2.7 

31 大 阪 府 69.7 31 熊 本 県 63.4 31 福 井 県 57.7 31 兵 庫 県 57.2 31 岩 手 県 58.5 △ 1.8 

30 宮 城 県 67.9 30 宮 城 県 62.6 30 熊 本 県 57.4 30 熊 本 県 56.1 30 兵 庫 県 54.9 △ 2.3 

29 熊 本 県 66.6 29 大 阪 府 62.3 29 宮 城 県 57.0 29 北 海 道 51.6 29 北 海 道 52.8 1.2 

28 北 海 道 65.9 27 北 海 道 62.2 28 北 海 道 53.7 28 宮 城 県 49.8 28 高 知 県 48.4 △ 0.1 

27 高 知 県 64.4 27 高 知 県 62.2 27 高 知 県 50.3 27 高 知 県 48.5 27 宮 城 県 46.8 △ 3.0 

26 岡 山 県 62.5 26 福 井 県 60.6 26 千 葉 県 49.3 26 千 葉 県 45.0 26 山 口 県 45.2 0.5 

25 千 葉 県 60.5 25 山 口 県 55.8 25 山 口 県 49.2 25 山 口 県 44.7 25 千 葉 県 44.2 △ 0.8 

24 山 口 県 59.8 24 千 葉 県 55.6 24 大 阪 府 48.5 24 愛 媛 県 40.1 24 茨 城 県 37.0 0.6 

23 福 井 県 59.5 23 岡 山 県 53.8 23 岡 山 県 43.2 23 大 阪 府 38.3 23 愛 媛 県 36.3 △ 3.8 

22 愛 知 県 52.9 22 山 梨 県 46.4 22 愛 媛 県 40.6 21 茨 城 県 36.4 22 山 梨 県 36.2 △ 0.2 

21 沖 縄 県 51.4 21 愛 知 県 46.0 21 愛 知 県 39.6 21 山 梨 県 36.4 21 愛 知 県 34.1 △ 0.6 

20 愛 媛 県 50.9 20 愛 媛 県 44.9 19 山 梨 県 39.1 20 愛 知 県 34.7 20 岡 山 県 31.6 △ 1.9 

19 山 梨 県 46.1 19 沖 縄 県 41.0 19 香 川 県 39.1 19 岡 山 県 33.5 19 香 川 県 31.6 △ 0.2 

18 茨 城 県 42.9 18 茨 城 県 37.5 18 茨 城 県 36.6 18 香 川 県 31.8 18 大 阪 府 27.5 △ 10.8 

17 静 岡 県 42.0 17 香 川 県 37.3 17 沖 縄 県 32.1 17 沖 縄 県 26.7 17 沖 縄 県 27.1 0.4 

16 香 川 県 41.3 16 宮 崎 県 36.4 16 宮 崎 県 27.0 16 群 馬 県 24.7 16 群 馬 県 23.2 △ 1.5 

15 宮 崎 県 41.1 15 静 岡 県 33.4 15 群 馬 県 26.0 15 三 重 県 21.2 15 三 重 県 20.2 △ 1.0 

14 群 馬 県 35.7 14 群 馬 県 32.5 14 静 岡 県 25.3 14 埼 玉 県 20.1 14 静 岡 県 20.0 3.3 

13 三 重 県 34.3 13 埼 玉 県 31.5 13 埼 玉 県 24.3 13 宮 崎 県 19.5 13 埼 玉 県 19.9 △ 0.2 

12 埼 玉 県 34.2 12 三 重 県 30.4 12 三 重 県 23.9 12 静 岡 県 16.7 12 宮 崎 県 16.1 △ 3.4 

11 長 崎 県 34.1 11 長 崎 県 28.2 11 鹿 児 島 県 18.9 11 滋 賀 県 15.0 11 滋 賀 県 14.1 △ 0.9 

10 鹿 児 島 県 33.0 10 鹿 児 島 県 26.1 10 長 崎 県 18.4 10 鹿 児 島 県 14.7 10 鹿 児 島 県 9.6 △ 5.1 

9 佐 賀 県 28.5 9 佐 賀 県 23.4 9 佐 賀 県 16.0 9 長 崎 県 12.5 9 長 崎 県 8.4 △ 4.1 

8 大 分 県 23.9 8 滋 賀 県 18.0 8 滋 賀 県 14.6 7 栃 木 県 10.0 8 佐 賀 県 6.8 △ 3.2 

7 滋 賀 県 23.2 7 大 分 県 16.3 7 栃 木 県 11.6 7 佐 賀 県 10.0 7 栃 木 県 6.2 △ 3.8 

6 福 島 県 23.0 6 栃 木 県 14.9 6 長 野 県 8.7 6 徳 島 県 3.7 6 大 分 県 4.6 1.9 

5 栃 木 県 21.1 5 福 島 県 14.1 5 大 分 県 6.5 5 長 野 県 3.5 5 長 野 県 2.3 △ 1.2 

4 長 野 県 14.1 4 長 野 県 11.2 4 徳 島 県 3.1 4 大 分 県 2.7 4 徳 島 県 2.0 △ 1.7 

3 徳 島 県 13.2 3 徳 島 県 8.5 3 福 島 県 2.6 1 福 島 県 －※ 1 福 島 県 －※ －

1 東 京 都 －※ 1 東 京 都 －※ 1 東 京 都 －※ 1 東 京 都 －※ 1 東 京 都 －※ －

1 岐 阜 県 －※ 1 岐 阜 県 －※ 1 岐 阜 県 －※ 1 岐 阜 県 －※ 1 岐 阜 県 －※ －

全 国 平 均 51.0 全 国 平 均 45.8 全 国 平 均 38.9 全 国 平 均 34.5 全 国 平 均 33.7 △ 0.8 

※　表中の「－」は、0.0未満を示す。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度平成25年度
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県内市町村の将来負担比率の状況（対前年度比較）及び全国順位

平成２９年度将来負担比率が前年度より低下した団体は２３団体、上昇した団体は１６団体で

した。また、将来負担比率がマイナス（将来負担額に対し、充当可能な財源が超過）の団体は、

１１団体でした。

（単位：％、位）

比率(Ａ) 全国順位 比率(Ｂ) 全国順位

39 河 合 町 219.1 1,740 228.4 1,740 △ 9.3 

38 平 群 町 216.1 1,739 219.3 1,737 △ 3.2 

37 奈 良 市 161.1 1,710 166.1 1,712 △ 5.0 

36 上 牧 町 138.1 1,688 138.9 1,688 △ 0.8 

35 御 所 市 128.1 1,663 125.9 1,651 2.2 

34 香 芝 市 126.0 1,654 148.6 1,698 △ 22.6 

33 高 取 町 121.0 1,637 113.0 1,604 8.0 

32 五 條 市 119.6 1,631 126.0 1,652 △ 6.4 

31 宇 陀 市 118.2 1,626 136.9 1,680 △ 18.7 

30 下 市 町 113.7 1,612 119.8 1,634 △ 6.1 

29 桜 井 市 94.2 1,531 80.4 1,434 13.8 
28 吉 野 町 87.1 1,490 103.3 1,570 △ 16.2 

27 天 理 市 81.5 1,456 82.9 1,451 △ 1.4 
26 田 原 本 町 73.3 1,393 36.9 1,051 36.4 
25 橿 原 市 62.8 1,302 40.9 1,087 21.9 
24 三 宅 町 60.6 1,282 25.1 931 35.5 
23 斑 鳩 町 56.7 1,251 38.6 1,065 18.1 
22 広 陵 町 52.5 1,214 46.7 1,145 5.8 
21 大和高田市 52.2 1,211 53.2 1,212 △ 1.0 
20 葛 城 市 50.0 1,193 60.2 1,274 △ 10.2 
19 大和郡山市 49.3 1,187 61.7 1,292 △ 12.4 
18 明 日 香 村 40.3 1,100 33.3 1,020 7.0 

17 十 津 川 村 22.4 921 17.2 841 5.2 
16 三 郷 町 19.4 894 △ 0.6 - 20.0 
15 天 川 村 11.1 802 23.9 917 △ 12.8 
14 安 堵 町 3.6 717 △ 17.9 - 21.5 
13 山 添 村 2.5 701 △ 12.6 - 15.1 
12 東 吉 野 村 2.3 697 34.9 1,031 △ 32.6 
11 野 迫 川 村 △ 2.1 - 25.4 937 △ 27.5 

10 大 淀 町 △ 5.3 - △ 23.6 - 18.3 
9 川 西 町 △ 49.9 - △ 60.9 - 11.0 
8 黒 滝 村 △ 57.6 - △ 43.0 - △ 14.6 
7 生 駒 市 △ 81.1 - △ 83.8 - 2.7 
6 曽 爾 村 △ 130.5 - △ 75.4 - △ 55.1 
5 王 寺 町 △ 132.5 - △ 116.2 - △ 16.3 
4 御 杖 村 △ 185.6 - △ 169.6 - △ 16.0 
3 上 北 山 村 △ 189.1 - △ 161.6 - △ 27.5 
2 下 北 山 村 △ 207.3 - △ 203.1 - △ 4.2 
1 川 上 村 △ 387.4 - △ 347.9 - △ 39.5 

77.8 78.3 △ 0.5 
33.7 1,741 34.5 1,741 △ 0.8 

※早期健全化基準は３５０％です。

全国平均・市区町村数

県内
順位

市町村名
平成29年度

重症

350％
以上

要
治
療

全国平均
以上

健康

全国平均
未満

平成28年度 対前年度
比率の増減
（Ａ-Ｂ）

県内市町村平均

要改善

良好
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県内市町村の将来負担比率の推移

平成２９年度においては、全国平均未満（「健康」）の団体は前年度より１団体減少し、１７団体

となりました。
（単位：％）

河 合 町 254.5 河 合 町 246.1 河 合 町 228.5 河 合 町 228.4 河 合 町 219.1 

平 群 町 209.7 平 群 町 221.1 平 群 町 202.4 平 群 町 219.3 平 群 町 216.1 

上 牧 町 192.1 上 牧 町 188.9 奈 良 市 171.5 奈 良 市 166.1 奈 良 市 161.1 

奈 良 市 188.1 奈 良 市 182.9 上 牧 町 154.0 香 芝 市 148.6 上 牧 町 138.1 

宇 陀 市 174.5 香 芝 市 162.1 香 芝 市 153.9 上 牧 町 138.9 御 所 市 128.1 

香 芝 市 172.9 宇 陀 市 161.4 宇 陀 市 143.2 宇 陀 市 136.9 香 芝 市 126.0 

御 所 市 148.5 御 所 市 150.8 御 所 市 135.3 五 條 市 126.0 高 取 町 121.0 

五 條 市 135.2 高 取 町 137.7 五 條 市 119.7 御 所 市 125.9 五 條 市 119.6 

高 取 町 135.0 五 條 市 125.3 高 取 町 116.4 下 市 町 119.8 宇 陀 市 118.2 

下 市 町 105.8 下 市 町 106.8 下 市 町 111.8 高 取 町 113.0 下 市 町 113.7 

天 理 市 101.9 天 理 市 92.8 吉 野 町 100.2 吉 野 町 103.3 桜 井 市 94.2 

大 和 郡 山 市 100.0 大 和 郡 山 市 90.7 天 理 市 88.4 天 理 市 82.9 吉 野 町 87.1 

桜 井 市 95.1 桜 井 市 88.1 桜 井 市 79.7 桜 井 市 80.4 天 理 市 81.5 

橿 原 市 94.2 橿 原 市 84.5 橿 原 市 75.9 大 和 郡 山 市 61.7 田 原 本 町 73.3 

大 和 高 田 市 80.1 吉 野 町 79.3 大 和 郡 山 市 71.5 葛 城 市 60.2 橿 原 市 62.8 

広 陵 町 73.9 大 和 高 田 市 70.0 大 和 高 田 市 61.1 大 和 高 田 市 53.2 三 宅 町 60.6 

吉 野 町 73.0 葛 城 市 60.1 広 陵 町 56.7 広 陵 町 46.7 斑 鳩 町 56.7 

東 吉 野 村 55.4 広 陵 町 57.0 葛 城 市 47.7 橿 原 市 40.9 広 陵 町 52.5 

葛 城 市 52.8 明 日 香 村 45.3 明 日 香 村 41.9 斑 鳩 町 38.6 大 和 高 田 市 52.2 

田 原 本 町 44.3 田 原 本 町 43.8 東 吉 野 村 41.5 田 原 本 町 36.9 葛 城 市 50.0 

斑 鳩 町 32.2 東 吉 野 村 43.8 斑 鳩 町 40.3 東 吉 野 村 34.9 大 和 郡 山 市 49.3 

明 日 香 村 31.3 斑 鳩 町 37.4 田 原 本 町 39.1 明 日 香 村 33.3 明 日 香 村 40.3 

天 川 村 28.6 天 川 村 33.5 野 迫 川 村 30.9 野 迫 川 村 25.4 十 津 川 村 22.4 

三 宅 町 23.8 三 宅 町 31.8 天 川 村 27.3 三 宅 町 25.1 三 郷 町 19.4 

野 迫 川 村 23.4 野 迫 川 村 15.4 三 宅 町 16.0 天 川 村 23.9 天 川 村 11.1 

安 堵 町 △ 0.7 安 堵 町 △ 0.2 三 郷 町 3.5 十 津 川 村 17.2 安 堵 町 3.6 

黒 滝 村 △ 14.4 三 郷 町 △ 12.4 安 堵 町 △ 10.8 三 郷 町 △ 0.6 山 添 村 2.5 

川 西 町 △ 15.5 川 西 町 △ 15.2 十 津 川 村 △ 24.8 山 添 村 △ 12.6 東 吉 野 村 2.3 

曽 爾 村 △ 21.2 曽 爾 村 △ 36.0 大 淀 町 △ 38.3 安 堵 町 △ 17.9 野 迫 川 村 △ 2.1 

大 淀 町 △ 28.1 大 淀 町 △ 41.1 黒 滝 村 △ 41.3 大 淀 町 △ 23.6 大 淀 町 △ 5.3 

三 郷 町 △ 32.3 十 津 川 村 △ 46.3 曽 爾 村 △ 44.2 黒 滝 村 △ 43.0 川 西 町 △ 49.9 

山 添 村 △ 42.2 山 添 村 △ 46.7 山 添 村 △ 54.4 川 西 町 △ 60.9 黒 滝 村 △ 57.6 

十 津 川 村 △ 44.2 黒 滝 村 △ 63.5 川 西 町 △ 56.6 曽 爾 村 △ 75.4 生 駒 市 △ 81.1 

上 北 山 村 △ 63.1 生 駒 市 △ 72.1 生 駒 市 △ 77.6 生 駒 市 △ 83.8 曽 爾 村 △ 130.5 

生 駒 市 △ 63.6 王 寺 町 △ 91.1 王 寺 町 △ 87.8 王 寺 町 △ 116.2 王 寺 町 △ 132.5 

王 寺 町 △ 73.7 上 北 山 村 △ 93.7 上 北 山 村 △ 119.1 上 北 山 村 △ 161.6 御 杖 村 △ 185.6 

御 杖 村 △ 110.0 御 杖 村 △ 134.8 御 杖 村 △ 145.7 御 杖 村 △ 169.6 上 北 山 村 △ 189.1 

下 北 山 村 △ 152.2 下 北 山 村 △ 185.9 下 北 山 村 △ 177.0 下 北 山 村 △ 203.1 下 北 山 村 △ 207.3 

川 上 村 △ 386.6 川 上 村 △ 390.5 川 上 村 △ 344.8 川 上 村 △ 347.9 川 上 村 △ 387.4 

県 平 均 99.1 県 平 均 93.7 県 平 均 84.1 県 平 均 78.3 県 平 均 77.8 

全 国 平 均 51.0 全 国 平 均 45.8 全 国 平 均 38.9 全 国 平 均 34.5 全 国 平 均 33.7 

健康

全国平均
未満

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

重症

350％
以上

要
治
療

全国平均
以上

要改善

良好
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県内市町村の将来負担比率の状況（対前年度比較）及び全国順位

平成２９年度将来負担比率が前年度より低下した団体は２３団体、上昇した団体は１６団体で

した。また、将来負担比率がマイナス（将来負担額に対し、充当可能な財源が超過）の団体は、

１１団体でした。

（単位：％、位）

比率(Ａ) 全国順位 比率(Ｂ) 全国順位

39 河 合 町 219.1 1,740 228.4 1,740 △ 9.3 

38 平 群 町 216.1 1,739 219.3 1,737 △ 3.2 

37 奈 良 市 161.1 1,710 166.1 1,712 △ 5.0 

36 上 牧 町 138.1 1,688 138.9 1,688 △ 0.8 

35 御 所 市 128.1 1,663 125.9 1,651 2.2 

34 香 芝 市 126.0 1,654 148.6 1,698 △ 22.6 

33 高 取 町 121.0 1,637 113.0 1,604 8.0 

32 五 條 市 119.6 1,631 126.0 1,652 △ 6.4 

31 宇 陀 市 118.2 1,626 136.9 1,680 △ 18.7 

30 下 市 町 113.7 1,612 119.8 1,634 △ 6.1 

29 桜 井 市 94.2 1,531 80.4 1,434 13.8 
28 吉 野 町 87.1 1,490 103.3 1,570 △ 16.2 

27 天 理 市 81.5 1,456 82.9 1,451 △ 1.4 
26 田 原 本 町 73.3 1,393 36.9 1,051 36.4 
25 橿 原 市 62.8 1,302 40.9 1,087 21.9 
24 三 宅 町 60.6 1,282 25.1 931 35.5 
23 斑 鳩 町 56.7 1,251 38.6 1,065 18.1 
22 広 陵 町 52.5 1,214 46.7 1,145 5.8 
21 大和高田市 52.2 1,211 53.2 1,212 △ 1.0 
20 葛 城 市 50.0 1,193 60.2 1,274 △ 10.2 
19 大和郡山市 49.3 1,187 61.7 1,292 △ 12.4 
18 明 日 香 村 40.3 1,100 33.3 1,020 7.0 

17 十 津 川 村 22.4 921 17.2 841 5.2 
16 三 郷 町 19.4 894 △ 0.6 - 20.0 
15 天 川 村 11.1 802 23.9 917 △ 12.8 
14 安 堵 町 3.6 717 △ 17.9 - 21.5 
13 山 添 村 2.5 701 △ 12.6 - 15.1 
12 東 吉 野 村 2.3 697 34.9 1,031 △ 32.6 
11 野 迫 川 村 △ 2.1 - 25.4 937 △ 27.5 

10 大 淀 町 △ 5.3 - △ 23.6 - 18.3 
9 川 西 町 △ 49.9 - △ 60.9 - 11.0 
8 黒 滝 村 △ 57.6 - △ 43.0 - △ 14.6 
7 生 駒 市 △ 81.1 - △ 83.8 - 2.7 
6 曽 爾 村 △ 130.5 - △ 75.4 - △ 55.1 
5 王 寺 町 △ 132.5 - △ 116.2 - △ 16.3 
4 御 杖 村 △ 185.6 - △ 169.6 - △ 16.0 
3 上 北 山 村 △ 189.1 - △ 161.6 - △ 27.5 
2 下 北 山 村 △ 207.3 - △ 203.1 - △ 4.2 
1 川 上 村 △ 387.4 - △ 347.9 - △ 39.5 

77.8 78.3 △ 0.5 
33.7 1,741 34.5 1,741 △ 0.8 

※早期健全化基準は３５０％です。

全国平均・市区町村数

県内
順位

市町村名
平成29年度

重症

350％
以上

要
治
療

全国平均
以上

健康

全国平均
未満

平成28年度 対前年度
比率の増減
（Ａ-Ｂ）

県内市町村平均

要改善

良好
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県内市町村の将来負担比率の対前年度比較

平成２９年度県内市町村の将来負担比率を前年度と比較しグラフ化すると、以下のとおりとな

ります。

曽爾村、東吉野村などのポイントの低下が特に大きく、田原本町、三宅町などのポイントの上

昇が特に大きくなっています。

-132.5 

-130.5 

-81.1 

-57.6 

-49.9 

-5.3 

-2.1 

2.3 

2.5 

3.6 

11.1 

19.4 

22.4 

40.3 

49.3 

50.0 

52.2 

52.5 

56.7 

60.6 

62.8 

73.3 

81.5 

87.1 

94.2 

113.7 

118.2 

119.6 

121.0 

126.0 

128.1 

138.1 

161.1 

216.1 

219.1 

-116.2 

-75.4 

-83.8 

-43.0 

-60.9 

-23.6 

25.4 

34.9 

-12.6 

-17.9 

23.9 

-0.6 

17.2 

33.3 

61.7 

60.2 

53.2 

46.7 

38.6 

25.1 

40.9 

36.9 

82.9 

103.3 

80.4 

119.8 

136.9 

126.0 

113.0 

148.6 

125.9 

138.9 

166.1 

219.3 

228.4 

-200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250 300

①川上村

②下北山村

③上北山村

④御杖村

⑤王寺町

⑥曽爾村

⑦生駒市

⑧黒滝村

⑨川西町

⑩大淀町

⑪野迫川村

⑫東吉野村

⑬山添村

⑭安堵町

⑮天川村

⑯三郷町

⑰十津川村

⑱明日香村

⑲大和郡山市

⑳葛城市

㉑大和高田市

㉒広陵町

㉓斑鳩町

㉔三宅町

㉕橿原市

㉖田原本町

㉗天理市

㉘吉野町

㉙桜井市

㉚下市町

㉛宇陀市

㉜五條市

㉝高取町

㉞香芝市

㉟御所市

㊱上牧町

㊲奈良市

㊳平群町

㊴河合町

H29
※下線の数値がH29の将来負担比率

H28

（-347.9 -344.8）

低下 上昇

※○内の数字は、県内順位

全国平均 ３４．５

県内市町村平均
７７．８

（％）

（-203.1 -177.0）

（-189.1 -161.6）

（-185.6 -169.6）
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全国市区町村における県内市町村の将来負担比率の状況

平成２９年度県内市町村の将来負担比率の全国順位をグラフ化すると、以下のとおりとなり

ます。

川上村、下北山村、上北山村などの順位が高く、河合町、平群町、奈良市などの順位が低く

なっています。

良
好

要
改
善

将
来
負
担
比
率

119

106

100

98

93

87

93

76

55

50

46

33

37

20

11

8

15

4

5

4

5

0 30 60 90 540 680

0.0未満

0.0～9.9

10.0～19.9

20.0～29.9

30.0～39.9

40.0～49.9

50.0～59.9

60.0～69.9

70.0～79.9

80.0～89.9

90.0～99.9

100.0～109.9

110.0～119.9

120.0～129.9

130.0～139.9

140.0～149.9

150.0～159.9

160.0～169.9

170.0～179.9

180.0～189.9

190.0～199.9

200以上

団体数
（全国）

「要治療」（全国平均以上）
（将来負担すべき実質的な負債が大きい）

川上村・下北山村・上北山村・御杖村・王寺町・曽爾村・
生駒市・黒滝村・川西町・大淀町・野迫川村

「健康」（全国平均未満）
（将来負担すべき実質的な負債が小さい）

河合町 219.1 平群町 216.1
（→1,740位） （↓1,739位）

奈良市 161.1
(↑1,710位)

※括弧内は、全国1,741団体における順位。
↑は前年度順位より上昇、↓は前年度順位より低下、
→は前年度順位と変動していないことを示す。

※「健康」とは、将来負担比率が全国平均未満であることをいう。
「要治療」とは、将来負担比率が全国平均以上であることをいう。

将来負担比率が180.0～189.9である

団体数（全国）

全国平均
３３．７

県内市町村平均
７７．８

上牧町 138.1
（→1,688位）

御所市 128.1 香芝市 126.0 高取町 121.0
（↓1,663位） （↑1,654位） （↓1,637位）

676

五條市 119.6 宇陀市 118.2 下市町 113.7
（↑1,631位） （↑1,626位） （↑1,612位）

桜井市 94.2
（↓1,531位）

吉野町 87.1 天理市 81.5
（↑1,490位） （↓1,456位）

田原本町 73.3
（↓1,393位）

橿原市 62.8 三宅町 60.6
（↓1,087位） （↓931位）

斑鳩町 56.7 広陵町 52.5 大和高田市 52.2 葛城市 50.0
(↓1,251位) (↓1,214位)   （↑1,211位） （↑1,193位）

大和郡山市 49.3 明日香村 40.3
（↓1,187位） （↓1,100位）

三郷町 19.4 天川村 11.1
（↓894位） （↑802位）

十津川村 22.4
（↓921位）

安堵町 3.6 山添村 2.5 東吉野村 2.3
（↓717位） （↓701位） （↑697位）
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県内市町村の将来負担比率の対前年度比較

平成２９年度県内市町村の将来負担比率を前年度と比較しグラフ化すると、以下のとおりとな

ります。

曽爾村、東吉野村などのポイントの低下が特に大きく、田原本町、三宅町などのポイントの上

昇が特に大きくなっています。

-132.5 

-130.5 

-81.1 

-57.6 

-49.9 

-5.3 

-2.1 

2.3 

2.5 

3.6 

11.1 

19.4 

22.4 

40.3 

49.3 

50.0 

52.2 

52.5 

56.7 

60.6 

62.8 

73.3 

81.5 

87.1 

94.2 

113.7 

118.2 

119.6 

121.0 

126.0 

128.1 

138.1 

161.1 

216.1 

219.1 

-116.2 

-75.4 

-83.8 

-43.0 

-60.9 

-23.6 

25.4 

34.9 

-12.6 

-17.9 

23.9 

-0.6 

17.2 

33.3 

61.7 

60.2 

53.2 

46.7 

38.6 

25.1 

40.9 

36.9 

82.9 

103.3 

80.4 

119.8 

136.9 

126.0 

113.0 

148.6 

125.9 

138.9 

166.1 

219.3 

228.4 

-200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250 300

①川上村

②下北山村

③上北山村

④御杖村

⑤王寺町

⑥曽爾村

⑦生駒市

⑧黒滝村

⑨川西町

⑩大淀町

⑪野迫川村

⑫東吉野村

⑬山添村

⑭安堵町

⑮天川村

⑯三郷町

⑰十津川村

⑱明日香村

⑲大和郡山市

⑳葛城市

㉑大和高田市

㉒広陵町

㉓斑鳩町

㉔三宅町

㉕橿原市

㉖田原本町

㉗天理市

㉘吉野町

㉙桜井市

㉚下市町

㉛宇陀市

㉜五條市

㉝高取町

㉞香芝市

㉟御所市

㊱上牧町

㊲奈良市

㊳平群町

㊴河合町

H29
※下線の数値がH29の将来負担比率

H28

（-347.9 -344.8）

低下 上昇

※○内の数字は、県内順位

全国平均 ３４．５

県内市町村平均
７７．８

（％）

（-203.1 -177.0）

（-189.1 -161.6）

（-185.6 -169.6）
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※「徴収率」とは、「収入額：実際に徴収した金額」を「調定額：徴収することを決定した金額」で割ったものです。

※現年課税分：調定した年度内の税金のことです。

平成２９年度の滞納繰越分の徴収率は２３．５％で、前年度２１．６％より１．９ポイント上昇しました。

平成２９年度の現年課税分の徴収率は前年度と同じく９９．１％。特にこの９年間は全国平均とは僅

差で推移しています。

４．市町村税収の状況は？

県内市町村の市町村税収の状況をみるポイントとしては、市町村税の徴収率があります。
財政状況を改善するためには、市町村税の徴収率を引き上げ、財源を確保することが重要で

す。そのためには、資力がありながら税金を滞納する悪質な滞納者に対して、差押え等による
毅然とした滞納処分を実施することが必要です。

徴収率と差押件数の推移

平成２９年度県内市町村平均徴収率 ９６．０％（全国平均 ９７．０％）

・全国３０位（前年度と変動なし） ･対前年度比 ０.６ﾎﾟｲﾝﾄ上昇

現年課税分 徴収率の推移

滞納繰越分 徴収率の推移

※

※滞納繰越分：調定した年度で徴収しきれなかった税金のことです。※
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【出典：地方財政状況調査】

県内市町村の税徴収率の推移

県内市町村平均徴収率は上昇傾向で推移しています。
平成２９年度においては、全国平均(H29決算：９７．０％)以上の団体は、前年度より１団体減少

し、１４団体となりました。

平成２９年度

［全国：30/47位］

県内

順位
市町村名

徴収率

（％）

県内

順位
市町村名

徴収率

（％）

県内

順位
市町村名

徴収率

（％）

県内

順位
市町村名

徴収率

（％）

県内

順位
市町村名

徴収率

（％）

39 三 郷 町 89.7 39 三 郷 町 90.0 39 三 郷 町 90.1 39 天 川 村 89.5 39 天 川 村 88.4

38 上 牧 町 90.8 38 野 迫 川 村 91.7 38 天 川 村 90.6 38 上 牧 町 90.6 38 上 牧 町 90.0

37 下 市 町 90.9 37 上 牧 町 91.8 37 野 迫 川 村 90.8 37 野 迫 川 村 91.2 37 三 郷 町 92.2

36 安 堵 町 91.5 35 御 所 市 92.7 36 上 牧 町 91.3 36 三 郷 町 91.3 36 高 取 町 93.6

35 宇 陀 市 91.8 35 宇 陀 市 92.7 34 御 所 市 93.5 35 高 取 町 93.1 35 御 所 市 93.8

32 大 和 高 田 市 91.9 34 生 駒 市 92.8 34 生 駒 市 93.5 34 御 所 市 93.7 34 野 迫 川 村 94.1

32 生 駒 市 91.9 33 天 理 市 92.9 33 大 和 高 田 市 93.8 33 大 和 高 田 市 93.9 32 天 理 市 94.5

32 野 迫 川 村 91.9 32 大 和 高 田 市 93.1 31 大 和 郡 山 市 93.9 32 生 駒 市 94.0 32 生 駒 市 94.5

31 天 理 市 92.1 31 大 淀 町 93.2 31 葛 城 市 93.9 31 大 和 郡 山 市 94.2 31 大 淀 町 94.6

30 大 淀 町 92.6 30 奈 良 市 93.3 30 天 理 市 94.0 30 天 理 市 94.4 30 十 津 川 村 94.7

29 奈 良 市 92.7 29 安 堵 町 93.4 28 宇 陀 市 94.1 29 大 淀 町 94.6 29 曽 爾 村 94.8

28 御 所 市 92.8 28 下 市 町 93.6 28 高 取 町 94.1 26 葛 城 市 94.8 28 御 杖 村 94.9

27 曽 爾 村 93.2 26 大 和 郡 山 市 93.7 27 曽 爾 村 94.2 26 御 杖 村 94.8 27 大 和 高 田 市 95.1

26 葛 城 市 93.3 26 葛 城 市 93.7 26 十 津 川 村 94.4 26 十 津 川 村 94.8 26 葛 城 市 95.2

25 大 和 郡 山 市 93.4 24 橿 原 市 94.2 25 大 淀 町 94.5 24 宇 陀 市 95.1 24 橿 原 市 95.6

23 橿 原 市 93.7 24 天 川 村 94.2 23 橿 原 市 94.7 24 曽 爾 村 95.1 24 宇 陀 市 95.6

23 香 芝 市 93.7 23 曽 爾 村 94.3 23 御 杖 村 94.7 23 橿 原 市 95.2 22 香 芝 市 95.8

22 天 川 村 94.0 21 高 取 町 94.4 22 安 堵 町 95.0 22 安 堵 町 95.4 22 河 合 町 95.8

20 五 條 市 94.1 21 十 津 川 村 94.4 20 奈 良 市 95.1 20 香 芝 市 95.6 20 大 和 郡 山 市 95.9

20 田 原 本 町 94.1 20 五 條 市 94.7 20 下 市 町 95.1 20 河 合 町 95.6 20 田 原 本 町 95.9

19 十 津 川 村 94.5 19 御 杖 村 94.8 19 河 合 町 95.3 19 田 原 本 町 95.7 19 下 市 町 96.5

18 御 杖 村 94.7 18 香 芝 市 94.9 18 香 芝 市 95.4 17 奈 良 市 95.9 18 安 堵 町 96.6

17 吉 野 町 94.9 16 田 原 本 町 95.3 17 吉 野 町 95.6 17 吉 野 町 95.9 16 奈 良 市 96.8

16 高 取 町 95.0 16 河 合 町 95.3 15 五 條 市 95.8 16 下 市 町 96.1 16 吉 野 町 96.8

15 河 合 町 95.4 14 吉 野 町 95.5 15 田 原 本 町 95.8 14 山 添 村 97.1 15 黒 滝 村 96.9

14 川 上 村 95.8 14 川 上 村 95.5 13 斑 鳩 町 96.8 14 斑 鳩 町 97.1 14 斑 鳩 町 97.4

13 斑 鳩 町 96.0 13 斑 鳩 町 96.1 13 東 吉 野 村 96.8 12 五 條 市 97.3 12 山 添 村 97.7

10 川 西 町 96.2 12 東 吉 野 村 96.3 11 川 西 町 97.2 12 上 北 山 村 97.3 12 川 上 村 97.7

10 広 陵 町 96.2 11 川 西 町 96.6 11 広 陵 町 97.2 11 広 陵 町 97.5 11 上 北 山 村 97.8

10 東 吉 野 村 96.2 10 広 陵 町 96.8 10 山 添 村 97.5 10 黒 滝 村 97.6 10 広 陵 町 97.9

9 桜 井 市 96.8 9 桜 井 市 97.5 9 上 北 山 村 97.7 8 川 西 町 97.7 9 五 條 市 98.1

8 明 日 香 村 97.1 8 明 日 香 村 97.6 8 川 上 村 97.9 8 川 上 村 97.7 7 下 北 山 村 98.2

7 平 群 町 97.4 7 平 群 町 97.7 7 黒 滝 村 98.0 7 東 吉 野 村 97.9 7 東 吉 野 村 98.2

6 黒 滝 村 97.9 6 黒 滝 村 97.9 6 平 群 町 98.1 5 平 群 町 98.3 6 川 西 町 98.4

3 山 添 村 98.1 5 山 添 村 98.0 5 桜 井 市 98.3 5 下 北 山 村 98.3 5 平 群 町 98.6

3 下 北 山 村 98.1 4 上 北 山 村 98.1 4 明 日 香 村 98.5 4 明 日 香 村 98.8 4 明 日 香 村 98.9

3 上 北 山 村 98.1 3 下 北 山 村 98.3 3 下 北 山 村 98.7 3 桜 井 市 98.9 3 桜 井 市 99.1

2 三 宅 町 98.6 2 王 寺 町 98.9 2 王 寺 町 99.1 2 三 宅 町 99.2 2 王 寺 町 99.3

1 王 寺 町 98.8 1 三 宅 町 99.1 1 三 宅 町 99.2 1 王 寺 町 99.3 1 三 宅 町 99.4

▲1.6ポイント ▲1.5ポイント ▲1.1ポイント ▲1.2ポイント ▲1.0ポイント
全国平均との差 全国平均との差 全国平均との差 全国平均との差 全国平均との差

県平均　 93.3% 県平均　 94.0% 県平均　 94.9% 県平均　 95.4% 県平均　 96.0%

全国平均 94.9% 全国平均 95.5% 全国平均 96.0% 全国平均 96.6% 全国平均 97.0%

全
国
平
均
以
上

県
平
均
以
上

全
国
平
均
未
満

［全国：30/47位］

着
色
の

説
明

県
平
均
未
満

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

［全国：31/47位］ ［全国：32/47位］ ［全国：28/47位］
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※「徴収率」とは、「収入額：実際に徴収した金額」を「調定額：徴収することを決定した金額」で割ったものです。

※現年課税分：調定した年度内の税金のことです。

平成２９年度の滞納繰越分の徴収率は２３．５％で、前年度２１．６％より１．９ポイント上昇しました。

平成２９年度の現年課税分の徴収率は前年度と同じく９９．１％。特にこの９年間は全国平均とは僅

差で推移しています。

４．市町村税収の状況は？

県内市町村の市町村税収の状況をみるポイントとしては、市町村税の徴収率があります。
財政状況を改善するためには、市町村税の徴収率を引き上げ、財源を確保することが重要で

す。そのためには、資力がありながら税金を滞納する悪質な滞納者に対して、差押え等による
毅然とした滞納処分を実施することが必要です。

徴収率と差押件数の推移

平成２９年度県内市町村平均徴収率 ９６．０％（全国平均 ９７．０％）

・全国３０位（前年度と変動なし） ･対前年度比 ０.６ﾎﾟｲﾝﾄ上昇

現年課税分 徴収率の推移

滞納繰越分 徴収率の推移

※

※滞納繰越分：調定した年度で徴収しきれなかった税金のことです。※
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県内市町村の税徴収率の対前年度比較

平成２９年度県内市町村の徴収率を前年度と比較しグラフ化すると、以下のとおりとなります。

前年度より上昇した団体は３０団体、低下した団体は６団体、変動なしが３団体です。
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95.8 

95.6 
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90.0 

88.4 
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97.7 

98.3 

97.9 

97.3 

97.3 

97.5 

97.1 

97.1 

97.6 

95.9 

95.9 

95.4 

96.1 

94.2 

95.2

95.6 

95.7 

95.6

95.1 

94.8 

93.9 

94.8 

95.1 

94.8 

94.4 

94.0 

91.2 

93.7 

93.1 

91.3 

90.6 

89.5 

001590958

①三宅町

②王寺町

③桜井市

④明日香村

⑤平群町

⑥川西町

⑦下北山村

⑦東吉野村

⑨五條市

⑩広陵町

⑪上北山村

⑫山添村

⑫川上村

⑭斑鳩町

⑮黒滝村

⑯奈良市

⑯吉野町

⑱安堵町

⑲下市町

⑳大和郡山市

⑳田原本町

㉒香芝市

㉒河合町

㉔橿原市

㉔宇陀市

㉖葛城市

㉗大和高田市

㉘御杖村

㉙曽爾村

㉚十津川村

㉛大淀町

㉜天理市

㉜生駒市

㉞野迫川村

㉟御所市

㊱高取町

㊲三郷町

㊳上牧町

㊴天川村

(%)

※○内の数字は、県内順位

H28

H29
※下線付き数値がH29の徴収率

低下 上昇

県内市町村平均
９６．０

好良率収徴税村町市善改要
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Ｈ２９全国平均

９７．０



各都道府県の市町村税徴収率（市町村平均）の順位

平成２９年度県内市町村平均は９６．０％となり、前年度より０．６ポイント上昇しました。

全国順位は前年度と変動なく３０位でした。
（単位：％）

順位 都道府県名 徴収率 順位 都道府県名 徴収率 順位 都道府県名 徴収率 順位 都道府県名 徴収率

47 福 井 県 90.1 47 福 井 県 90.8 47 福 井 県 91.3 47 福 井 県 92.0

45 栃 木 県 92.0 46 青 森 県 92.8 46 青 森 県 93.5 46 秋 田 県 94.2

45 山 梨 県 92.0 44 秋 田 県 92.9 45 秋 田 県 93.6 44 青 森 県 94.3

44 青 森 県 92.2 44 栃 木 県 92.9 44 山 梨 県 93.7 44 山 梨 県 94.3

43 秋 田 県 92.3 42 石 川 県 93.0 43 栃 木 県 93.8 43 栃 木 県 94.8

42 石 川 県 92.6 42 山 梨 県 93.0 42 石 川 県 93.9 42 石 川 県 94.9

41 徳 島 県 93.2 41 徳 島 県 93.7 41 徳 島 県 94.4 40 岐 阜 県 95.0

40 茨 城 県 93.4 39 山 形 県 94.0 40 岐 阜 県 94.6 40 徳 島 県 95.0

39 山 形 県 93.5 39 岐 阜 県 94.0 39 山 形 県 94.7 39 山 形 県 95.2

35 群 馬 県 93.6 38 鹿 児 島 県 94.2 37 福 島 県 94.8 38 富 山 県 95.3

35 千 葉 県 93.6 35 福 島 県 94.3 37 富 山 県 94.8 37 福 島 県 95.4

35 岐 阜 県 93.6 35 群 馬 県 94.3 36 鹿 児 島 県 94.9 35 群 馬 県 95.5

35 鹿 児 島 県 93.6 35 千 葉 県 94.3 35 群 馬 県 95.0 35 鹿 児 島 県 95.5

34 福 島 県 93.7 34 富 山 県 94.4 34 千 葉 県 95.1 34 千 葉 県 95.7

32 奈 良 県 94.0 32 茨 城 県 94.5 33 熊 本 県 95.2 32 新 潟 県 95.8

32 熊 本 県 94.0 32 熊 本 県 94.5 32 新 潟 県 95.3 32 熊 本 県 95.8

30 富 山 県 94.1 28 長 野 県 94.9 30 長 野 県 95.4 30 長 野 県 96.0

30 長 崎 県 94.1 28 三 重 県 94.9 30 奈 良 県 95.4 30 奈 良 県 96.0

29 三 重 県 94.2 28 奈 良 県 94.9 28 北 海 道 95.5 28 北 海 道 96.1

27 埼 玉 県 94.3 28 長 崎 県 94.9 28 茨 城 県 95.5 28 長 崎 県 96.1

27 新 潟 県 94.3 27 北 海 道 95.0 26 三 重 県 95.6 26 茨 城 県 96.2

25 北 海 道 94.4 25 埼 玉 県 95.1 26 長 崎 県 95.6 26 三 重 県 96.2

25 長 野 県 94.4 25 新 潟 県 95.1 23 埼 玉 県 95.9 24 滋 賀 県 96.4

23 宮 崎 県 94.7 23 岩 手 県 95.4 23 兵 庫 県 95.9 24 香 川 県 96.4

23 沖 縄 県 94.7 23 山 口 県 95.4 23 香 川 県 95.9 21 兵 庫 県 96.5

19 岩 手 県 94.9 18 兵 庫 県 95.5 21 鳥 取 県 96.0 21 和 歌 山 県 96.5

19 和 歌 山 県 94.9 18 和 歌 山 県 95.5 21 山 口 県 96.0 21 山 口 県 96.5

19 鳥 取 県 94.9 18 鳥 取 県 95.5 19 岩 手 県 96.1 18 岩 手 県 96.6

19 山 口 県 94.9 18 宮 崎 県 95.5 19 滋 賀 県 96.1 18 埼 玉 県 96.6

16 兵 庫 県 95.0 18 沖 縄 県 95.5 17 高 知 県 96.2 18 沖 縄 県 96.6

16 岡 山 県 95.0 16 岡 山 県 95.6 17 沖 縄 県 96.2 16 鳥 取 県 96.7

16 高 知 県 95.0 16 香 川 県 95.6 15 和 歌 山 県 96.3 16 高 知 県 96.7

15 大 分 県 95.1 15 高 知 県 95.7 15 岡 山 県 96.3 15 岡 山 県 96.8

14 香 川 県 95.2 13 静 岡 県 95.8 13 静 岡 県 96.4 13 静 岡 県 97.0

13 静 岡 県 95.3 13 滋 賀 県 95.8 13 宮 崎 県 96.4 13 宮 崎 県 97.0

12 宮 城 県 95.4 12 大 分 県 95.9 12 大 分 県 96.6 11 宮 城 県 97.1

11 滋 賀 県 95.6 11 宮 城 県 96.1 10 宮 城 県 96.7 11 広 島 県 97.1

10 佐 賀 県 95.8 7 広 島 県 96.4 10 福 岡 県 96.7 9 福 岡 県 97.2

8 愛 媛 県 95.9 7 愛 媛 県 96.4 8 広 島 県 96.8 9 大 分 県 97.2

8 福 岡 県 95.9 7 福 岡 県 96.4 8 愛 媛 県 96.8 7 愛 媛 県 97.3

7 大 阪 府 96.3 7 佐 賀 県 96.4 7 佐 賀 県 96.9 7 佐 賀 県 97.3

6 広 島 県 96.6 6 大 阪 府 96.9 6 大 阪 府 97.4 6 島 根 県 97.7

4 神 奈 川 県 97.0 5 島 根 県 97.3 5 島 根 県 97.6 5 大 阪 府 97.9

4 愛 知 県 97.0 3 神 奈 川 県 97.4 4 愛 知 県 97.7 4 愛 知 県 98.0

3 島 根 県 97.1 3 愛 知 県 97.4 3 神 奈 川 県 97.8 3 神 奈 川 県 98.1

2 京 都 府 97.3 2 京 都 府 97.6 2 京 都 府 97.9 2 京 都 府 98.3

1 東 京 都 97.5 1 東 京 都 97.9 1 東 京 都 98.2 1 東 京 都 98.5

全 国 平 均 95.5 全 国 平 均 96.0 全 国 平 均 96.6 全 国 平 均 97.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
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県内市町村の税徴収率の対前年度比較

平成２９年度県内市町村の徴収率を前年度と比較しグラフ化すると、以下のとおりとなります。

前年度より上昇した団体は３０団体、低下した団体は６団体、変動なしが３団体です。
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９６．０

好良率収徴税村町市善改要

- 43 -

Ｈ２９全国平均
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５．財政状況が悪い市町村はどうなるの？

北海道夕張市の破綻を契機として、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が

創設されました。財政指標のうち、「健全化判断比率」について「早期健全化基準」以上と

なった市町村(※)は、早期に財政の健全化を図るため、「財政健全化計画」を策定するこ

とになります。市町村はこの計画に基づき、収入（歳入）の確保や支出（歳出）の削減を図

り、財政の健全化に努めることとなります。

市町村の行政サービスは住民生活に特に密接しており、財政状況が悪くなると、きめ細

かな行政サービスができなくなるなど、日常生活にも影響が出てくる可能性があります。

※平成２０年度決算において、御所市と上牧町が財政健全化団体となりました。上牧町は計画に基づいた行財政

改革の取組みの結果、平成２２年度決算で財政健全化団体から脱却しました。また、御所市も同様の取組みの

結果、平成２３年度決算で財政健全化団体から脱却しました。

お住まいの市町村がこのような状況にならないようにするには、市町村の財政状況に

関心をもつことが大切です。

市町村が公開している財政情報についてぜひ関心をもって見てください。

各市町村は、皆さんに分かりやすく情報を開示することを目的として「財政状況資料集」

等を作成し、ホームページで公表しています。同様に県でも県内市町村の財政状況につ

いて比較・分析を加えて公表し、またこのパンフレットについてもホームページに掲載して

います。

aa

奈良県市町村振興課ＨＰ 「市町村財政のページ」

URL : h�p://www.pref.nara.jp/2013.htm
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メ モ
５．財政状況が悪い市町村はどうなるの？

北海道夕張市の破綻を契機として、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が

創設されました。財政指標のうち、「健全化判断比率」について「早期健全化基準」以上と

なった市町村(※)は、早期に財政の健全化を図るため、「財政健全化計画」を策定するこ

とになります。市町村はこの計画に基づき、収入（歳入）の確保や支出（歳出）の削減を図

り、財政の健全化に努めることとなります。

市町村の行政サービスは住民生活に特に密接しており、財政状況が悪くなると、きめ細

かな行政サービスができなくなるなど、日常生活にも影響が出てくる可能性があります。

※平成２０年度決算において、御所市と上牧町が財政健全化団体となりました。上牧町は計画に基づいた行財政

改革の取組みの結果、平成２２年度決算で財政健全化団体から脱却しました。また、御所市も同様の取組みの

結果、平成２３年度決算で財政健全化団体から脱却しました。

お住まいの市町村がこのような状況にならないようにするには、市町村の財政状況に

関心をもつことが大切です。

市町村が公開している財政情報についてぜひ関心をもって見てください。

各市町村は、皆さんに分かりやすく情報を開示することを目的として「財政状況資料集」

等を作成し、ホームページで公表しています。同様に県でも県内市町村の財政状況につ

いて比較・分析を加えて公表し、またこのパンフレットについてもホームページに掲載して

います。

aa

奈良県市町村振興課ＨＰ 「市町村財政のページ」

URL : h�p://www.pref.nara.jp/2013.htm
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